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「社会的養護経験者等への支援に関するガイドライン」について 

 

 

今般、児童福祉法の一部を改正する法律（令和４年法律第 66 号）により、措置解

除者等の実情を把握し、その自立のために必要な援助を行うことを都道府県の業務と

して位置づけた上で、児童自立生活援助事業の実施場所や一律の年齢制限の弾力化を

行うこととしたほか、措置解除者等や虐待経験がありながらもこれまで公的支援につ

ながらなかった者等が相互の交流を行う場所を開設し、情報の提供、相談及び助言並

びにこれらの者の支援に関連する関係機関との連絡調整その他の必要な支援を行う

社会的養護自立支援拠点事業を創設し、その内容については、「「児童自立生活援助

事業の実施について」の一部改正について」（令和６年３月 30 日付けこ支家第 182

号こども家庭庁支援局長通知）のほか、「社会的養護自立支援拠点事業等について」

（令和６年３月 30 日付けこ支家第 183 号こども家庭庁支援局長通知）により通知し

たところである。 

このため、「改正児童福祉法施行に向けた社会的養護経験者等に対する自立支援の

実態把握等に関する調査研究」において作成した「社会的養護経験者等への支援に関

するガイドライン（案）」を踏まえ、社会的養護経験者等への支援を行う際の手引き

及び参考として使用されることを目的として、児童自立生活援助事業及び社会的養護

自立支援拠点事業の業務内容や実施体制等を具体的に示すとともに、先行事例や好事

例等及び社会的養護経験者等の実態把握調査に関する結果について示した「社会的養

護経験者等への支援に関するガイドライン」を別添のとおり策定したので、通知する。 

 なお、この通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規

定に基づく技術的な助言である。 
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１．はじめに 

 

＜本ガイドラインの目的＞ 

児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第 27条第１項第３号の規定に基づき、里親等への

委託や、児童養護施設等への入所の措置等を経験した者は、措置等を解除された後も、自ら

の家庭に頼ることができず、自立後もしくは成人した後も社会の中で自立して生活してい

く中で困難を抱える場合が多い。また、それらの者については、委託されていた里親等や入

所していた施設との関係が徐々に薄れ、措置等解除後、どこでどのような生活を送っている

のかという実態を把握できない者も多くいる。 

こうした現状を踏まえ、令和４年６月に成立した児童福祉法等の一部を改正する法律（令

和４年法律第 66 号）は、社会的養護経験者等の実態把握及びその自立のために必要な支援

を、都道府県等が行わなければならない業務として初めて明確化した。併せて、義務教育終

了後の措置解除者等に対して居住場所を提供し、当該住居において、相談や日常生活上の援

助、生活指導、就業支援等を提供する児童自立生活援助事業について、実施場所や一律の年

齢制限の弾力化等による対象拡大がなされるとともに、社会的養護経験者等が相互の交流

を行う場所を提供し、情報の提供や相談及び助言並びに関係機関との連絡調整その他の必

要な支援等を行う社会的養護自立支援拠点事業が創設された（児童自立生活援助事業の対

象拡大と社会的養護自立支援拠点事業の創設に伴い、従来の就学者自立生活援助事業及び

社会的養護自立支援事業は廃止する。）。 

本ガイドラインは、改正法で規定されている各事業について、その詳細（対象者、事業内

容、設備等）を、実施要綱1等を踏まえて示している。あわせて、自立支援に関する都道府

県等や児童養護施設等での先行事例や好事例等、参考になると考えられる事例の紹介及び

都道府県等における社会的養護経験者等の実態把握調査に関する結果を記載することで、

事業実施主体が事業を行う際の手引き及び参考として使用されることを目的としている。

事業実施主体となる各都道府県等においては、本ガイドラインを参考に、改正法が施行され

る令和６年４月以降、体制を整備し運用を進めていただきたい。また、児童自立生活援助事

業及び社会的養護自立支援拠点事業を開始するにあたり、利用したいと考える者が問合せ

先や相談先を迷うことがないように、周知・広報の実施も徹底していただきたい。 

 

 

 

 

 

 
1 「児童自立生活援助事業の実施について」（平成 10 年４月 22 日児発第 344 号厚生省児童家庭局長）の別

紙「児童自立生活援助事業実施要綱」、「社会的養護自立支援拠点事業等の実施について」（令和６年３月 30

日こ支家第 183 号こども家庭庁支援局長通知）の別紙１「社会的養護自立支援拠点事業実施要綱」、別紙２

「休日夜間緊急支援事業実施要綱」、別紙３「社会的養護自立支援実態把握事業実施要綱」 
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＜用語の定義＞ 

本ガイドラインで用いる用語の整理は以下のとおりとする。 

・ 「法」：児童福祉法（昭和 22年法律第 164号） 

・ 「改正法」：児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 66号） 

・ 「都道府県等」：都道府県、指定都市、児童相談所設置市 

・ 「施設入所児童等」：現在、里親等への委託や児童養護施設等への入所措置がなされ

ている児童及び 18歳以上の者 

・ 「措置解除者等」：措置解除者及び措置解除者以外の者であって、児童福祉法施行令

（昭和 23 年政令第 74 号）第 1 条の２第２項の規定により、都道府県知事が、その

者の自立のために児童自立生活援助事業が必要と認めた者 

・ 「児童養護施設等」：乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、

母子生活支援施設 

・ 「里親等」：里親、小規模住居型児童養育事業を行う者 

・ 「社会的養護経験者等」：措置解除者等や虐待経験がありながらもこれまで公的支

援につながらなかった者等 
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２．基本的な考え方 

何らかの事情により、家庭における養育が困難となり、里親等への委託や、児童養護施設

等への入所の措置等を経験した者においては、措置等が解除された後、家庭に頼ることも難

しく、精神的又は経済的に不安定な状況に置かれ、社会の中で自立して生活していくに当た

って困難を抱える場合が多い。このため、施設入所児童等のうち、個々の状況に応じて 10

代前半や中学校入学以降といった早い段階から、将来の自立を見据え、早期に自立に向けた

話合いや支援を実施することが望ましい。里親等に委託されている者については、児童相談

所のほか、民間フォスタリング機関や改正法において創設された里親支援センターが、里親

等と協力しながら、里親等への委託時から、自立に向けた支援を行う役割を担うことが考え

られる。加えて、必要に応じて、措置延長や、児童自立生活援助事業を活用することにより、

安定的な生活の場を中長期的に確保した上で、措置等の解除後の安定した地域生活に移行

できるよう、支援を行う必要がある。 

また、児童養護施設等は、退所者に対する相談やその他の自立のための支援を行うことも

役割として担っているが、退所後は、退所者の相談に応じ、必要な場合には適切な機関等を

紹介する等の支援を行うことが求められる。 

さらに、児童養護施設等の所在地等を離れた者を含む措置解除者等同士が集い、必要に応

じて相談支援や情報提供を受ける、必要な機関へのつなぎを受けられる拠点として、法第６

条の３第 16 項に規定する社会的養護自立支援拠点の整備・活用を行っていくべきである。

施設入所児童等が退所後も、相談や困り事があった場合は社会的養護自立支援拠点事業を

活用することができるよう、入所又は委託中から、地域にある同事業所の職員による施設訪

問等を通じて、施設入所児童等が同事業所の存在を認識し、職員と面識を持つ機会を確保す

るよう努める必要がある。また、児童養護施設等の所在地から離れたところに進学や就職で

転居する場合には、転居先や就職先が所在する地域の社会的養護自立支援拠点事業所を紹

介することも望まれる。加えて、里親等への委託や、児童養護施設等への入所の措置等の経

験がなくても、例えば、児童相談所に一時保護をされたが入所等措置には至らなかった者、

法第 26 条第１項第２号又は第 27 条第１項第２号に規定される指導が行われていた者、さ

らに、児童相談所が家庭に関与した経験がなくとも、保護者等からの虐待を受けていながら

当該虐待が顕在化せず公的な支援につながらなかった者においても、保護者等からの不適

切養育等に悩みながらも相談できないまま耐えてきた場合等と考えられる。このような状

況等に置かれている者の存在についても留意し、都道府県等においては、児童自立生活援助

事業や社会的養護自立支援拠点事業等を含め、適切な支援の提供に努める必要がある。また、

これらの事業を利用する対象者にとっては、居場所となり得ることから、その居場所づくり

においては令和５年 12 月 22 日に閣議決定された「こどもの居場所づくりに関する指針」2

 

 
2 「こどもの居場所づくりに関する指針」（令和５年 12 月 22日閣議決定） 

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/816b811a-0bb4-4d2a-

a3b4-783445c6cca3/9dade72e/20231201_policies_ibasho_09.pdf 
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を参考に事業等を実施していくことが望ましい。 

本ガイドラインにおいて、自立支援とは、それぞれの置かれている状況に応じて本人の意

思を最大限に尊重しながら、必要な福祉サービス等も活用しつつ、社会の中で安定的に生活

を営めることを目的とする支援である。このため、年齢にとらわれることなく、個々の施設

入所児童等及び社会的養護経験者等が置かれている状況やニーズに照らし合わせて、適切

な支援を選択し実施していくこと。 
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３．措置中及び措置解除後の自立支援、措置延長の活用 

 

３－１．措置中からの自立支援の考え方 

 施設入所児童等については、委託や入所の措置中から、本人及び里親等、児童養護施設等、

児童相談所、里親支援センター、保護者等の本人家族等と将来を念頭に置いた話合いを重ね、

支援の方向性を検討し自立支援計画を策定するなど、個々の状況に応じて 10代前半や中学

校入学以降といった早い段階から自立に向けた支援を開始することが望ましい。 

 具体的には、児童養護施設等において、児童相談所や在学している教育機関等とも連携し

ながら個々の施設入所児童等の希望及び状況に応じて、学校選択の支援や奨学金等の制度

紹介、就労に関する助言や、ハローワーク等の就労支援機関への同行を伴う支援、必要な福

祉的支援機関や医療機関等へのつなぎ、日常生活や社会生活を円滑に送れるようにするた

めの支援、その他の相談支援等を行うことが考えられる。メンタルケアなど心理的な支援も

措置中から十分に行うことが求められる。里親等においても、児童相談所や里親支援センタ

ー等と連携して、これらの支援を実施することが望ましい。また、施設入所児童等に対して

は、措置解除後に受けられる支援や、支援を利用したい場合の手順、困難に直面した場合等

に利用可能な相談先等についても、措置中から丁寧に説明する必要がある。 

 また、義務教育終了後（高校を中退した者等を含む。）に就職をする者については、就職

後直ちに措置を解除するのではなく、措置を継続したまま就労の安定を見極める等の配慮

が必要である。仮に、就職に伴い措置解除となった場合でも、引き続き不安を抱えながら生

活している者や、措置解除後に本人から里親等や児童養護施設等に連絡しづらい者もいる

ことなども踏まえ、本人の意向を踏まえつつ、定期的に生活状況等について確認する必要が

ある。さらに、18歳に満たない間に短期間で離職した場合等は、本人の意向を確認しつつ、

必要に応じて再措置を検討すること。 

 

３－２．措置中からの自立支援の事例 

 本項では、都道府県等に対するアンケート調査3結果のうち、措置中の自立支援の取組全

体についての調査結果及び措置中からの自立支援策として各自治体で行われている効果

的・特徴的な取組4について紹介する。 

＜都道府県等アンケート調査結果①＞施設入所児童等への措置中の自立支援 

➢ 自立支援の主な取組 

自治体が直接実施、あるいは委託先が実施している措置中からの自立支援の取組

 

 
3 令和５年 12 月 25 日から令和６年１月 19 日にかけて実施した都道府県等（都道府県、政令指定都市、児

童相談所設置市）に対する、措置中からの自立支援の取組みや改正法を踏まえた対応状況等についての実

態調査。45 自治体が回答（発出数は 78 自治体）。 

4 「都道府県等からみた」効果的・特徴的な取組であることに留意を要する。施設入所児童等からみた効

果的・特徴的な取組ではないため、施設入所児童等からみた効果のアセスメントを実施することも求めら

れる。 
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として、「生活相談の実施」、「居住に関する支援」、「学習・進学に関する支援」、

「施設退所後の継続的な相談」が多くみられた。 

➢ 職員の配置状況 

措置中の施設入所児童等への自立支援を担当する職員の配置状況について、約 7

割の自治体等が「自立支援担当職員またはその他自立支援との兼任職員」を配置し

ていた一方、約３割の自治体では「何れも配置していない」結果となった。 

➢ 連携機関 

自立支援を行う際の連携機関としては、「障害福祉事業所」、「教育機関」、「医

療機関」と回答している自治体が多くみられた。 

➢ 自立支援を実施する際の課題 

自立支援を推進していく上で自治体等が抱える課題としては、「人員の確保」、

「ニーズの把握」、「諸制度・サービスの周知」が多くあげられた。 

➢ 里親及び社会的養護関係施設等からの相談内容 

措置中の施設入所児童等への自立支援で里親や社会的養護関係施設等からの相談

内容としては、「自立支援に関連する諸制度」、「自立に必要な費用や補助」があげ

られていた。 

 

＜都道府県等アンケート調査結果②＞ 

措置中からの自立支援対策として効果的・特徴的な取組の事例 

➢ 居住に関する支援 

・  本人を交えた応援会議を開催し、生活の利便性だけでなく、支援のしやすさ、

受けやすさも考慮して居住場所の検討を実施。 

・  高校在学中より、自立に向けた支援者会議を定期的に行い情報共有した上で、

他の支援機関と協働しながら卒業後の居住先の調整や、居住先への説明等を実

施。 

➢ 学習・進学支援 

・  進学後の資金シミュレーションを実施。個別にシミュレーションをするため、

実際の志望校や居住希望地区を踏まえた金額で実施ができた。また、進学後も

金銭面で困ったときに連絡が来ることもある。進学前・進学後に、当初の予想

とは違う場合には、再度シミュレーションを実施。（※措置中から措置後の継

続的な支援） 

・  児童養護施設・高校・児相の三者で面談し、児童の生い立ちや成育歴につい

て理解を深め、卒業後の進路選択について共通認識を図っている。 

➢ 生活相談の実施 

・  日中の居場所づくりとして交流の場を作ったり、ボランティアの方からの食

材支援を受けて週１回の頻度で弁当を配るなどの取組を行っている。 



9 

 

・  中学生の時から定期的に、フォスタリング機関事業を行っている団体に配置

されている自立支援相談員が里親家庭を訪問するなどして、進学や就職等、措

置解除後の生活について具体的に考えられるよう情報の提供や面談を行う等の

支援をしている。 

➢ 施設退所後（を見据えた）継続的な相談支援（※措置中から実施している取組） 

・  児童養護施設等の退所を控えた児童に対し、施設退所者を講師として座談会

を実施。 

・  措置中から、児童相談所に配置されている支援コーディネーターと生活相談

支援担当職員が管轄の児童相談所の福祉司と共働し、本人へ丁寧な制度説明や

事業を利用する目的を説明して、相談支援を実施するための信頼関係の構築が

できるように、訪問や面談等を重ねている。 

➢ 措置解除後を見据えた家族との関係再構築や調整の支援 

・  措置中より、家族との面会や外泊等の交流を段階的に進めている。交流の都

度、本人や家族と面接し、振り返りや必要に応じて指導を行っている。解除後

の家族との関係のあり方について、本人・家族を中心として話合いを重ね意向

確認している。 

 

３－３．措置延長の活用の考え方 

里親等への委託や児童養護施設等への入所の措置は、法第 27 条第１項第３号に基づき、

原則 18歳までであるが、法第 31条第２項の規定により、満 20 歳に達するまでは、引き続

き当該措置を継続することができることとされている。一方、高校の卒業や大学への進学、

就職等に伴い、慣習的に措置が解除されているケースもある。措置延長は、高校や大学等に

就学中の者はもちろんのこと、就学の継続に不安や困難を抱えている者、就職をしたものの

引き続き不安定な状況にあると考えられる者、障害や疾病等により福祉的支援その他の支

援が継続的に必要であることが想定される者等、自立して生活していく準備段階の者はも

ちろんのこと、本人が措置延長を希望する場合は、積極的に活用されるべきである。そのた

め、将来に向けた話合いの過程からそれぞれ個別に、措置延長に係る本人の意向等をよく確

認し、措置延長を検討することが望ましい。 

なお、民法の一部を改正する法律（平成 30年法律第 59号）の施行に伴い、民法（明治 29

年法律第 89号）第４条に規定する成年年齢が 20歳から 18歳に引き下げられたところであ

るが、法第 31条第２項の規定による措置延長は引き続き可能である。この場合、18歳に到

達した施設入所児童等については、 措置につき保護者等の同意を得る必要はなく、本人の

意に反しない限り入所等を継続できるが、必要に応じて保護者等にも入所の継続等につい

て説明する等の対応を行うことが望ましい。 
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３－４．措置解除後の自立支援の考え方・事例の紹介 

措置解除は都道府県知事等（児童相談所長）が決定するが、その決定に当たっては、法第

33 条の３の３の規定に基づき、本人の事情に応じ、意見聴取その他の措置を取らなければ

ならないこととされている点に留意する必要がある。また、措置解除に当たっては、本人の

意見聴取に加え、児童養護施設等や里親、その他関係者等の意見をしっかりと聴取した上で、

解除の判断を行うことが求められ、措置解除に当たり保護者等や本人の意向と児童相談所

の援助方針が異なる場合には、児童福祉審議会の意見を聴くなど必要な措置を行うことも

必要である。 

 過去に実施した措置解除者等へのヒアリング結果によれば、措置解除後も日常生活にお

ける様々な場面で手続等に苦労する、メンタルケアが必要となるといった声も多く聞かれ

ている。改正法では、社会的養護経験者等に必要な支援を適切につなぎ将来の自立に結び

つけるために、後述する社会的養護自立支援拠点事業が創設された。今後は当事者の実態

を把握した上で、措置解除後に再度支援が必要となった場合には、より体系的に適切なサ

ポートにつなげることが望まれる。 

 本項では、都道府県等に対するアンケート調査結果のうち、措置解除後の自立支援とし

て各自治体で行われている効果的・特徴的な取組5の事例及び措置解除者等へのヒアリング

結果を紹介する。 

＜都道府県等アンケート調査結果③＞ 

措置解除後の自立支援に対する取組として効果的・特徴的な取組の事例 

・  措置解除後に単身で生活する者に関しては、フードバンクからの食料支援を

受けて、支援コーディネーターと生活相談支援担当職員が定期的に食料を配達

し、生活の様子を確認するとともに、本人からの相談にのっている。就学・就

労等の本人の状況により支援期間は１～４年でさまざまである。 

・  自立した児童の多くは社会的な手続に不慣れなため、転居、引っ越し、水道

光熱費等の手続でトラブルとなりやすく、相談が多いという背景があり、社会

的養護自立支援事業の一環として、生活相談支援を行っている。 

・  退所後に児童がいつでも立ち寄れるような居場所を開設し、相談にのったり

各種イベントを開催するなどして交流を行っている。 

・  サロンに来ることで、自立サポートセンターの職員と顔見知りになり、困り

ごとがない場合でもつながりを作ることができ、その後の継続的な支援につな

がる場合があると想定し、毎月１回のサロンと、毎月１回の当事者団体の交流

会を実施している。 

 

 

 
5 「都道府県等からみた」効果的・特徴的な取組であることに留意を要する。施設退所児童等からみた効

果的・特徴的な取組ではないため、施設退所児童等からみた効果のアセスメントを実施することも求めら

れる。 
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＜措置解除者等ヒアリング＞6 

➢ 退所後の具体的な支援 

・  児童養護施設を退所して里親の元で暮らした後、寮付きの職場で働いたが、

体力的にきつく、退職することになったため、一人暮らしをすることになっ

た。それまでに貯めたお金でアパート暮らしするに当たって、保証人が必要と

なったが、里親には迷惑をかけることができないと考えたため、その前にいた

児童養護施設の職員に保証人になってもらった。 

・  奨学金の申請手続に必要な書類の書き方について何から手をつけなければい

けないか全くわらかなかった。大学の学生課から「なぜ親が協力してくれない

のか」と聞かれたが、自分ひとりで説明できる能力がなかった。児童養護施設

に書類を郵送し、どの欄にどんな情報を記入すべきかを説明してもらった。  

・  半年に一度の頻度で、レトルト食品やお米が入ったダンボール 1箱分の食材

を無料で送付してくれる団体への登録を児童養護施設の職員がしてくれた。  

 

➢ 退所後の相談支援 

・  児童養護施設の職員とは、SNSでつながっており、また半年に一度の頻度で

退所したこどもが集まっての食事会が開かれていた。ただ相談となると、どれ

ほど深刻な事態となれば相談していいのかが分からなかった。 

 

 

  

 

 
6 「児童養護施設等の措置解除者等に対する自立支援に関する調査研究」（株式会社シード・プランニング 

令和５年３月）における「措置解除者等ヒアリング」より抜粋。児童養護施設、里親家庭及び自立援助ホー

ム出身者、児童虐待を受けたが社会的養護経験を持たない者等計 10 名へのヒアリング結果。 
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４．児童自立生活援助事業の活用 

 

４－１．事業目的 

本事業は、児童の自立支援を図る観点から、義務教育終了後、里親等への委託又は児童養

護施設等への入所措置が解除された児童等、母子生活支援施設において保護を受けていた

者及び一時保護が行われていた者等に対し、これらの者が共同生活を営むべき住居等（以下

「児童自立生活援助事業所」という。）において、相談その他の日常生活上の援助及び生活

指導並びに就業の支援（以下「児童自立生活援助」という。）を行い、あわせて児童自立生

活援助の実施を解除された者への相談その他の援助を行うことにより、社会的自立の促進

に寄与することを目的とするものである。 

改正法では、里親等への委託を受けていた児童等又は児童養護施設等に入所していた児

童等が、児童自立生活援助を活用し、自立援助ホームのほか、里親等や児童養護施設等によ

り自立支援を受けられるよう、事業の実施場所について要件の弾力化が行われた。また、年

齢ではなく、児童等の置かれている状況や児童等の意見・意向、関係機関との調整も踏まえ

た上で都道府県等が必要と判断する時点まで支援を受けることができるよう、一律の年齢

要件の弾力化についても規定され、より児童等が安定して自立を目指すことのできる環境

の整備が図られたところである。 

 

４－２．実施主体 

児童自立生活援助事業者は、地方公共団体及び社会福祉法人等であって都道府県知事（指

定都市及び児童相談所設置市にあっては、その長とする。以下同じ。）が適当と認めた者と

する。 

 

４－３．実施場所 

従来、児童自立生活援助は、自立援助ホームにおいて実施することとされていたが、事業

の実施場所について要件の弾力化に伴い、以下のいずれかに該当する場所及び対象者の居

宅とする。 

（１）児童自立生活援助事業所Ⅰ型 

法第６条の３第１項に規定する共同生活を営むべき住居 

（２）児童自立生活援助事業所Ⅱ型 

  母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設又は児童自立支援施設 

（３）児童自立生活援助事業所Ⅲ型 

  小規模住居型児童養育事業を行う住居又は里親（親族里親を除く。）の居宅 

 

＜実施場所に関する留意点＞ 

⚫  「Ⅱ型」として児童自立生活援助を実施できる施設は、上記に掲げる「児童養護施設



13 

 

等」である。従来から児童自立生活援助を実施している「自立援助ホーム」は、「Ⅰ型」

として実施する。 

⚫  「Ⅲ型」において児童自立生活援助を実施する場合には、里親支援センター等が事業

を実施するための手続や申請等の支援を行うことが考えられる。 

⚫  （１）から（３）に掲げる場所のほか、ひとり暮らしの準備等のため、職員の目が行

き届く範囲で、賃貸アパートの一室等を活用して居住支援を行う等の形態も想定する

必要がある。また、その際には地理的・物理的に近接するだけではなく、支援の連続性

や必要性を踏まえ適切な支援が行えるよう判断すること。 

 

＜都道府県等アンケート調査結果④＞児童自立生活援助事業の拡充の検討状況 

整備や機能の拡充を検討している施設としては、「児童養護施設（Ⅱ型）」、「里親

（Ⅲ型）」、「ファミリーホーム（Ⅲ型）」が多い結果となった。 

 

４－４．事業の対象者 

児童自立生活援助の対象者は、以下のいずれかに該当する者（以下「対象者」という。）

とする。 

(ア) 満 20歳未満の場合 

義務教育を終了した児童又は児童以外の満 20歳未満の者（以下「児童等」という。）であっ

て、次の各号のいずれかに該当する者（以下「措置解除者等」という。）のうち、児童福祉法

（昭和 22年法律第 164 号。以下「法」という。）第 33条の６第１項の規定に基づき、都道府

県（指定都市及び児童相談所設置市を含む。以下同じ。）により児童自立生活援助の実施が必

要とされた者とする。 

① 小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里親に委託する 措置又は児童養護施設、児

童心理治療施設若しくは児童自立支援施設に入所させる措置を解除された者 

② 母子生活支援施設における保護の実施を解除された者 

③ 児童自立生活援助の実施を解除された者 

④ 法第 33条第１項又は第２項の規定による一時保護を解除された者 

⑤ ①から④に掲げる児童等以外の児童等であって、都道府県知事が当該児童等の自立のた

めに援助及び生活指導等が必要と認めた者 

(イ) 満 20歳以上の場合 

満 20歳以上の措置解除者等であって、次のいずれかに該当する者のうち、やむを得ない事

情（※）により法第 33条の６第１項の規定に基づき都道府県により児童自立生活援助の実施

が必要とされた者とする。 

① 児童養護施設、児童心理治療施設若しくは児童自立支援施設に入所させる措置を解除され

た後、当該施設により、相談その他の援助（アフターケア）を受けている者 

② 母子生活支援施設における保護の実施を解除された後、当該施設により、相談その他の援
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助（アフターケア）を受けている者 

③ 児童自立生活援助の実施を解除された後、当該事業所により、相談その他の援助（アフタ

ーケア）を受けている者 

④ 児童相談所、里親支援センター及び法第 11条第４項の規定により里親支援事業（法第 11

条第１項第２号トに掲げる業務をいう。）に係る事務の委託を受けた者による自立のための

援助（アフターケア）を受けている者 

（※）やむを得ない事情とは、次のいずれかに掲げるものとする。 

① 次のいずれかの教育施設（以下「大学等」という。）に在学する生徒若しくは学生及

び大学等への入学が予定されている者であること 

ア 学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 50条に規定する高等学校 

イ 学校教育法第 63条に規定する中等教育学校（同法第 66条に規定する後期課程に限

る。） 

ウ 学校教育法第 72条に規定する特別支援学校（同法第 76条第２項に規定する高等部

に限る。） 

エ 学校教育法第 83条に規定する大学（同法第 97条に規定する大学院を含む。） 

オ 学校教育法第 108条第２項に規定する短期大学 

カ 学校教育法第 115条に規定する高等専門学校 

キ 学校教育法第 124条に規定する専修学校 

ク アからキに規定する教育施設に準ずる教育施設 

② 次のいずれかに該当する者であること 

  ア 試用期間中の者 

  イ 試用期間の満了後間がない者 

  ウ その他就労後間がない者 

③ 次のいずれかに掲げる就学又は就労に向けた活動を行っている者であることこと 

  ア 社会的養護自立支援拠点事業を利用 

イ 公共職業安定所における就職に関する相談 

  ウ 求人者との面接 

エ アからウに掲げる活動に準ずる活動 

④ 疾病又は負傷のために就学若しくは就労又はこれらに向けた活動を行うことが困難な

者であること 

 

＜満 20歳未満の対象者の場合の留意点＞ 

⚫  措置解除等と児童自立生活援助の利用開始の間に期間があいていても、20 歳未満の

者であって、都道府県等により児童自立生活援助の実施が必要とされた者であれば、児

童自立生活援助の利用に支障はない。また、20 歳未満で、児童自立生活援助の利用を

一旦終了した者が、20歳未満のうちに児童自立生活援助の利用を再度希望する場合も、
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児童自立生活援助を利用することは可能である。このほか、法第 27条第１項第３号に

基づく措置のほか、児童自立生活援助の実施、母子生活支援施設における保護の実施又

は法第 33 条第１項若しくは第２項の規定による一時保護の経験がない者についても、

都道府県知事等が自立のために援助及び生活指導等が必要と認めた者も対象となる。 

⚫  また、この「必要と認めた者」としては、例えば、虐待等によりこれまで十分な養育

を受けることができなかった者であって、保護者等からの支援を得られずに就学又は

就労をしている者や心身の健康に困難を抱えている者、代替する他の制度・支援が利用

できない等により経済的・精神的・身体的に自立することが困難な者等が該当する。こ

れらの例示にかかわらず、居住を伴う支援が必要と認められる場合や、本人が児童自立

生活援助の活用を希望している場合は、積極的に児童自立生活援助の提供を検討する

こと。 

⚫  なお、これらの者のうち 18歳未満の者については、児童自立生活援助の活用のほか、

里親等への委託や児童養護施設等への入所の措置等も併せて検討すること。 

 

＜満 20歳以上の対象者の場合の留意点＞ 

⚫  満 20歳以上で児童自立生活援助の対象となるのは、措置解除者等であって、各施設

等により、相談その他の援助（アフターケア）を受けている者のうち、やむを得ない事

情により児童自立生活援助の実施が必要であると都道府県知事が認めた者である。 

⚫  また、「やむを得ない事情」として、例えば、高校や大学等に在学する若しくは就学

する予定がある者、試用期間中の者や試用期間後間がない者やその他就職後間がない

者であることとしている。また、就学や就労をしていないが、社会的養護自立支援拠点

事業の利用や公共職業安定所における就職に関する相談、求人者との面接など、就学又

は就労に向けた活動を行っている者も対象とある。さらに、疾病又は負傷のために就学

若しくは就労又はこれらに向けた活動を行うことが困難な者であることも「やむを得

ない事情」に該当する。本人のニーズや支援の必要性、経済的状況や社会的状況、健康

状態、このほか、代替する他の制度・支援・サービスがないかなどを総合的に勘案し、

さらに本人から意見聴取も行った上で総合的に判断すること。 

⚫  一方、これまで措置経験等がなく、さらに、児童自立生活援助を利用せずに、満 20

歳を迎えた者については、後述する「社会的養護自立支援拠点事業」において、相談援

助や交流の場の提供、必要な支援機関へのつなぎや関係機関との連絡調整など、本人の

ニーズや必要な支援などを丁寧に聞き取り、適切な支援を行う必要がある。なお、これ

らの者のうち、一時避難的かつ短期間の支援が必要な者については、社会的養護自立支

援拠点事業者において、空き部屋などの居住スペースを活用して支援を行っても差し

支えない（同事業者で併せて児童自立生活援助事業を実施している場合などを想定）も

のとするほか、その他関係機関へのつなぎを行うなどにより対応すること。 
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４－５．実施体制 

児童自立生活援助事業の実施体制として、以下の要件を満たす必要がある。 

 

（１）職員配置 

施設類型ごとの具体的な職員配置は以下のとおり。 

 

 

（１．）児童自立生活援助事業所Ⅰ型又はⅡ型を運営する事業者は、児童自立生活援助事業

所ごとに、管理者（事業所の適切な運営を管理するほか、支援全体を統括する者）及び

指導員（主として児童自立生活援助に携わる者）を置かなければならない。ただし、管

理者は指導員が兼ねることができる。 

（２．）指導員は、次に掲げる区分に応じ、次のとおり配置することとする。なお、児童等

に応じて、①又は②を満たす配置とする必要があることから、入居定員に対応する人数

の指導員を配置することができない場合は、入居定員を見直し、又は暫定定員を設定す

るものとする。 

① 児童自立生活援助事業所Ⅰ型 

ア 入居定員（暫定定員が設定されている場合は暫定定員とする。以下同じ。）が６人以下

の場合は指導員を３人以上配置する。ただし、指導員を２人以上配置している場合には残

りを補助員（指導員を補助する者。以下同じ。）をもって代えることができる。 

イ 入居定員が７人以上の場合は指導員を４人以上配置することとし、以降入居定員が７人

から３人増える毎に指導員を１人加えて得た人数以上とする。ただし、下記の指導員数か

ら１を減じた数以上指導員が配置されている場合には、残りの員数について、補助員をも

って代えることができる。 

【指導員の配置（単位：人）】 

入居定員 ６まで ７～９ 10～12 13～15 16～18 19～20 

指導員数 

（補助員を含む） 
３以上 ４以上 ５以上 ６以上 ７以上 ８以上 

必置指導員数 ２以上 ３以上 ４以上 ５以上 ６以上 ７以上 
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② 児童自立生活援助事業所Ⅱ型 

 ア 入居定員が２人以下の場合は指導員を１人以上配置する。 

 イ 入居定員が３人又は４人の場合は指導員を２人以上配置する。 

ウ 入居定員が５人の場合は指導員を３人以上配置する。ただし、指導員を２人以上配置し

ている場合には残りを補助員をもって代えることができる。 

 

（２）指導員 

指導員は、居住、家庭、交友関係、将来への不安等に関する相談を行う者である。指導

員は児童等の自立支援に熱意を有し、次の①から④までのいずれか及び⑤に該当する者

とし、補助員は⑤に該当する者とする。 

① 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23年厚生省令第 63号）第 43条に定める

児童指導員の資格を有する者 

② 法第 18条の４に定める保育士 

③ 児童福祉事業及び社会福祉事業に２年以上従事した者 

④ ①～③に準ずる者として、都道府県知事が適当と認めた者 

⑤ 法第 34条の 20第１項各号の規定に該当しない者 

 

４－６．入所定員 

児童自立生活援助事業所の入居定員は、次に掲げる区分に応じ、当該児童自立生活援助事

業所の運営規程で定めるものとする。定員は限られるため、措置延長や他事業等の活用も併

せて検討することが望ましい。 

（１）児童自立生活援助事業所Ⅰ型 

  ５人以上 20 人以下 

（２）児童自立生活援助事業所Ⅱ型 

  ５人以下 

（３）児童自立生活援助事業所Ⅲ型 

  ① ファミリーホームの場合 ６人以下（委託児童を含む。） 

  ② 里親の居宅の場合 ４人以下（委託児童を含む。） 

 

＜入所定員に関する留意点＞ 

⚫  Ⅱ型の事業実施においては、児童養護施設等は施設の定員とは別に入所定員枠を設

けて実施すること。なお、同一施設が複数の児童自立生活援助事業所Ⅱ型を設けること

も可能とする。 

⚫  当該施設等に入所等していた者以外の者を入所させることも可能であり、対象者の

様々な事情に応じて、児童自立生活援助として活用してもらうようにすることも可能
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とする。 

⚫  特別な事情により児童自立生活援助事業所が所在する都道府県以外の都道府県が、

児童自立生活援助を行う時あるいは変更または解除する必要があると認めるときは、

児童自立生活援助事業所が所在する都道府県に協議をするものとする。 

 

４－７．事業内容等 

 ４－７－１．事業内容 

本事業は、入居者が自立した生活を営むことができるよう、当該入居者の身体及び精神

の状況並びにその置かれている環境に応じて適切な援助及び生活支援等を行うものであ

り、その内容は次に掲げるものとする。 

① 就業への取り組み姿勢及び職場の対人関係についての援助等 

② 対人関係、健康管理、金銭管理、余暇活用、食事等日常生活に関することその他自立した

日常生活及び社会生活を営むために必要な相談・援助等 

③ 職場を開拓するとともに、安定した職業に就くための援助及び就業先との調整等 

④ 入居者の家庭の状況に応じた家庭環境の調整 

⑤ 児童相談所及び必要に応じて市町村（こども家庭センターを含む。）、児童家庭支援セン

ター、社会的養護自立支援拠点事業所、警察、児童委員、公共職業安定所等関係機関との連

携 

⑥ 児童自立生活援助事業所を退居した者に対する生活相談など 

 

 ４－７－２．児童自立生活援助の利用と自立支援計画策定 

（１）児童自立生活援助の利用の開始 

（１）都道府県は、その区域内における児童等の自立を図るため必要がある場合において、対

象者から児童自立生活援助の実施について申込みがあったときは、児童自立生活援助を行

わなければならない。 

（２）児童自立生活援助の実施を希望する対象者は、申込書を都道府県に提出しなければなら

ない。この場合、事業者は入居を希望する対象者からの依頼を受けて、当該申込書の提出

を代わって行うことができる。 

（３）都道府県は、（１）により児童自立生活援助を行う時、変更又は解除する時は、事業者

の意見を聞かなければならない。 

（４）特別な事情により事業者の所在する都道府県以外の都道府県が、児童自立生活援助を行

う時あるいは変更又は解除する必要があると認める時は、事業者の所在する都道府県に協

議するものとする。 

（５）都道府県は、市町村等から児童自立生活援助の実施が適当であると認める児童等につい

て報告を受けた場合であって、必要があると認めるときは、その児童等に対し申込みを勧

奨しなければならない。 
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（６）都道府県は、児童福祉法施行規則（昭和 23年厚生省令第 11号）第 36条の 27に基づき、

その区域内における事業者の名称、場所、入居に関すること等について、当該情報を自由

に利用できるよう、インターネットの活用や児童相談所や施設等にリーフレットを配布す

る等により情報提供を行わなければならない。ただし、児童自立生活援助事業所の位置に

関する情報については、入居者の安全確保のため必要があると認めるときは、児童自立生

活援助事業所への入居を希望する対象者又はその依頼を受けた者が直接その提供を受ける

方法で行うものとする。 

（７）都道府県は、法第 56条第２項の規定により、入居者本人から、その負担能力に応じて、

本事業の実施に要する費用の一部を徴収することができる。 

（８）事業者は、入居者が死亡したとき、援助の実施を変更又は解除する必要があると認める

場合は、これを都道府県に報告するものとする。 

 

児童自立生活援助の申込みは、法第 33条の６第１項の規定に基づき、本人又は児

童自立生活援助事業者に委託して開始する。また、要保護児童の保護の観点から、都

道府県等は、市町村、児童相談所から、児童自立生活援助の実施が適当と認められる

児童等について報告があった場合、法第 33条の６第４項の規定に基づき、児童自立

生活援助の利用を勧奨する必要がある点について留意が必要である。福祉事務所の

長から報告があった場合には、児童相談所が判断を行うこととする。改正法において

社会的養護自立支援拠点事業が創設されたことに伴い、同事業において児童自立生

活援助の利用に関する最初の相談や申込みを受け付けられるようにすることも望ま

しいが、同事業が自治体内において未整備の場合は、引き続き児童相談所が窓口とし

ての役割を果たすことが考えられる。いずれにせよ、本人の最善の利益や権利擁護の

観点などから、児童自立生活援助の利用調整を行う際には、児童相談所が児童自立生

活援助事業所と連携して、あらかじめ本人の意見聴取等を行うべきであり、それに加

えて、相談に来た者や本人の支援者等から、本人の状況や意向等をよく聞き取った上

で、支援方針について検討することが必要である。 

従前、児童自立生活援助の終了時期は 22歳の年度末とされていたが、改正法の施

行に伴い、一律の年齢制限が弾力化され、措置解除者等それぞれが必要とする期間、

事業を利用することができるようになった。一方で、児童自立生活援助は、あくまで

児童福祉法に基づく制度として、措置解除者等が個々の状況に応じて自立できるま

での間活用されるべきものであることに留意し、利用期間又は事業の終了時期など

については、本人の状況や意向等を踏まえ、慎重に検討する必要がある。事業の終了

時期の検討に当たっては、就職等による自立や、生活困窮者自立支援制度の住居確保

給付金利用、障害福祉サービスへの移行等の利用も検討し、本人の置かれている状況

によっては、生活保護制度の利用も含めて検討すること。 

なお、実施主体は都道府県等であるが、児童自立生活援助を利用したいと考える者
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が最寄りの自治体に相談したが、担当者が当該事業について知識や理解がなく支援

から漏れることがないよう、留意する必要がある。 

 
（２）満 20 歳以上の措置解除者等の児童自立生活援助の利用決定 

満 20歳以上の措置解除者等であって、やむを得ない事情により、都道府県により

児童自立生活援助の実施が必要とされた者が対象となるが、「やむを得ない事情」に

ついては、４－４＜満 20 歳以上の対象者の場合の留意点＞を参考に判断すること。

また、児童自立生活援助を希望する本人から児童相談所に直接相談があった場合や、

元いた施設等を通じて児童相談所に相談があった場合において、相談を受けた児童

相談所が援助の必要性(やむを得ない事情)を判断するに当たっては、援助を希望す

る者からの意見聴取、元いた施設等からの聞き取りなどを丁寧に行い、所内で援助方

針会議を開き、総合的に判断する。この際、援助方針等を本人に通知するなど本人の

状況等を踏まえ、柔軟な手続により行う必要がある。 

 

（３）自立支援計画の策定 

児童自立生活援助を開始するに当たっては、児童自立生活援助事業所の管理者及

び児童相談所長（児童自立生活援助事業所Ⅲ型の場合に限る。）は、児童自立生活援

助対象者が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、入居中の個々

の児童等について、年齢、発達の状況その他の当該児童等の事情に応じ意見聴取その

他の措置をとることにより、児童等の意見又は意向、児童等やその家庭の状況等を勘

案して、その自立を支援するための計画を策定しなければならない。策定の際は対象

者本人が主体的に参画して一緒に自立支援計画を策定することで、本人の意思を最

大限尊重、反映した計画となるよう努めるとともに、対象者の今後の就学や就労等の

見通しや、福祉サービス・医療サービス等へのつなぎの必要性、関連する今後の支援

の方針などを盛り込むこととする。なお、支援開始時点で想定される児童自立生活援

助の終了の目安や時期を記載すること。 

自立支援計画の内容は、本人の状況の変化等に応じて随時見直しを行う。見直しの

時期については、個々の現況を勘案し判断することとなるが、策定後も定期的に（３

～４か月に１回程度）見直しを行うことが望ましい。ただし、本人の状況が変化する

場合には、そのタイミングで本人と話合いながら随時見直しを実施する。見直しの際

には、自立支援計画の終了時期が現実的かどうかも含め、本人の状況に照らして確認

する。 

   

＜自立支援計画の項目例＞ 

①対象者の基本情報 

策定年月日、策定者指名、対象者の氏名、対象者の生年月日、年齢、性別、電話番

号・メールアドレス、住所、家族構成、社会的養護経験の有無 
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②自立支援計画策定の際の基本項目 

対象者の現状、家庭（保護者）の現状、地域（所属機関や支援機関等）の現状、対象

者の意向、家庭の意向、地域（所属機関や支援機関等）の意見、支援方針、支援の際の

連携機関、課題、目標及び目標に向けての今後の取組、支援終了の目安時期 

③対象者の状況に応じて必要により追加する項目 

生活面、健康面、就学・就労面、金銭面等に関する事項 

 

４－８．設備要件 

児童自立生活援助事業所Ⅰ型及びⅡ型に係る児童自立生活援助事業所（対象者の居宅を

除く。）の設備の基準は次に掲げるものとする。 

① 日常生活を支障なく送るために必要な設備を有し、職員が入居者に対して適切な援助及び生

活指導を行うことができる形態であること。 

② 個々の入居者の居室の床面積は、一人当たり 4.95 ㎡以上とすること。なお、一居室当たり

の入居者はおおむね２人までとすること。 

また、男子と女子は別室とすること。 

③ 居間、食堂等入居者が相互交流することができる場所を有していること。 

④ 保健衛生及び安全について十分考慮されたものでなければならないこと。 

 

＜設備要件に関する留意点＞ 

⚫  設備を整える際には、利用者の安全や衛生管理及びプライバシーが確保できる環境

を整備することが必要である。Ⅰ型及びⅡ型において本体施設と別に設備を設ける場

合においては相互交流することができる場を本体施設に置くことで設備基準を満たす

こととして差し支えない。 

⚫  対象者の居宅において支援を実施する場合には、上に掲げる設備基準を設ける必要

はない。 

 

４－９. 入居者の費用負担及び適切な経費処理 

 児童自立生活援助の実施における入居者の費用負担等については下記の通りである。 

（１）事業者は、児童自立生活援助の実施に要する費用のうち、食事の提供及び居住に要する

費用その他の日常生活で通常必要になるもので入居者に負担させることが適当と認められ

る費用については、入居者に負担させることができるものとする。 

（２）入居者に負担させることができる額は、運営規程に定めた額以下とし、あらかじめ入居

者に知らせ、同意を得なければならない。また、当該額は、入居者の経済状況等に十分配

慮した額としなければならない。 

（３）入居者に費用を負担させた場合は、適正に処理するとともに、これに関連する諸帳簿を

整備しなければならない。 
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＜入居者の費用負担及び適切な経費処理に関する留意点＞ 

⚫  対象者の入居に伴う費用負担とは別に、対象者の所得に応じて児童入所施設徴収金

が発生することについても留意すること。 

 

４－10．留意事項 

児童自立生活援助事業者は、運営方針、職員の職務内容、児童自立生活援助の内容、金銭

管理の方法、入居者及び退居後の生活相談等を受ける者（以下「利用者」という。）の権利

擁護に関する事項等を含む、運営規程を定める。また、次に掲げる事項に留意し適切に事業

を実施しなければならない。 

（１）利用者の内面の悩みや生育環境、現在の状況に対する深い理解に基づき、利用者と

の信頼関係の上に立って援助及び生活指導等を行うこと。 

（２）児童相談所、福祉事務所、児童福祉施設、児童委員、利用者の雇用先事業所、公共

職業安定所、学校及び児童の家庭等と密接に連携をとり、利用者に対する援助及び生

活支援等が円滑かつ効果的に実施されるよう努めること。 

（３）援助及び生活支援等を行うに当たっては、利用者及び保護者の意向を把握し懇切を

旨とするとともに、秘密保持について十分留意すること。 

（４）特に、虐待などを受けた経験から人間関係がうまく築けないなどにより自立に向け

た支援が必要な利用者に対し、就業先の開拓や住居の確保、警察等関係機関との調

整、退居者のトラブル相談などに対応する場合には一層の体制整備を図ること。 

（５）児童自立生活援援助事業者は、利用者の権利擁護及び虐待の防止を図るため、次に

掲げる措置を講じること。 

① 職員に対し、利用者に虐待等を行ってはならない旨、徹底しなければならない。 

② 責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、職員に対し研修を実施す

る等の措置を講じなければならない。 

③ 提供した児童自立生活援助に関する利用者等からの苦情に迅速かつ適切に対応す

るために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければ

ならない。 

④ 苦情の公正な解決を図るために、苦情の解決に当たっては、その職員以外の者を

関与させなければならない。 

⑤ 自らその提供する援助の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価

を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図るよう努めなければならない 

（６）都道府県からの求めに応じ、入居者の状況等について、定期的（６ヶ月に１回以

上）に調査を受けなければならないこと。 

（７）入居者の所持する物の保管を行う場合には、あらかじめ、運営規程に保管の方法等

を定めるとともに入居者に説明し、同意を得ること。また、保管の状況を月に１回以

上入居者に知らせること。 
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なお、児童自立生活援助事業者は、入居者の金銭や通帳等を保管するに当たって

は、民法上の財産管理権を有しているものではないため、入居者へ説明するととも

に、同意を得た上で取り扱うこと 

（８）その他、児童福祉法施行規則の規定を遵守し、利用者が自立した日常生活及び社会

生活を営むことができるよう、適切な援助及び生活指導等を行うこと。 

 

４－11．届出事項 

児童自立生活援助事業に係る届出事項は下記の通りである。 

（実施に係る事前届出事項） 

・ 事業の種類及び内容 

・ 経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地） 

・ 条例、定款その他の基本約款 

・ 運営規程 

・ 職員の定数及び職務の内容 

・ 主な職員の氏名及び経歴 

・ 養育者等又は指導員及び補助員の精神の機能の障害の有無 

・ 当該事業の用に供する施設の名称、種類及び所在地 

・ 事業開始の予定年月日 

（廃止又は休止時の事前届出事項） 

・ 廃止又は休止しようとする年月日 

・ 廃止又は休止の理由 

・ 現に便宜を受けている者に対する措置 

・ 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 
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５．社会的養護自立支援拠点事業の活用 

 

５－１．事業目的 

 本事業は、改正法により創設された事業であり、社会的養護経験者等の孤立を防ぎ、必要

な支援に適切につなぐため、設備を整え、相互の交流を行う場所を開設し、必要な情報の提

供、相談・助言、これらの者の支援に関連する関係機関との連絡調整を行う事業である。帰

住先を失っている場合などに、一時的に滞在し、状況が安定するまでの間、居住支援、生活

支援を行うことなどにより、将来の自立に結びつけることも行う。また、支援に当たっては

必要に応じて社会的養護関係施設や児童自立生活援助事業等の他事業又は他施設と連携の

上支援を実施することが望まれる。 

 

 

 

５－２．実施主体 

社会的養護自立支援拠点事業者は、地方公共団体及び社会福祉法人等であって都道府県

知事等が適当と認めた者とする。 

 

＜都道府県等アンケート調査結果⑤＞社会的養護自立支援拠点事業の実施意向 

➢ 内容把握 

社会的養護自立支援拠点事業の内容について、回答のあった 45自治体のうち約７

割の自治体が「内容を把握している」、約３割の自治体が「内容は一部把握できてい

ない点もある」または「内容はあまり把握できていない」となった。 

➢ 実施の検討状況 

実施状況については、約６割の自治体が「実施予定であり具体的な予定が決まっ
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ている」または「実施予定で具体的な内容は検討中」と何らかの検討・準備を行って

いる状況であったが、約３割の自治体は「実施有無を検討中」あるいは「実施予定

はない（未検討含む）」との結果になった。 

➢ 課題及び懸念点 

実施における課題・懸念点としては、「ニーズの把握」、「人員の確保」、「他機

関との連携体制の構築」が多くみられた。 

➢ 実施主体 

実施主体としては、現行の社会的養護自立支援事業の受託機関を想定していると

回答した自治体が多かった。 

➢ 連携機関 

連携をしている/これから連携する予定の関係機関等としては、「障害福祉事業

所」、「ハローワーク」、「生活困窮者自立支援制度に基づく自立相談事業所」が多

くあげられていた。 

 

５－３．事業の対象者 

対象者は次のいずれかに該当する者であって、都道府県知事等が支援を行うことが必要

と判断した者である。 

① 小規模住居型児童養育事業を行う者又は里親への委託を解除された者 

② 乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設又は児童自立支援施設への措置を解除された者 

③ 母子生活支援施設における保護を受けていた者 

④ 児童自立生活援助の実施を解除された者 

⑤ 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。以下「法」という。）第 33条第１項又は第２項の規

定により一時保護が行われていた者 

⑥ 法第 26条第１項第２号又は第 27条第１項第２号に規定される指導が行われていた者 

⑦ 虐待経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等であって、社会的養護自

立支援拠点事業所（以下「事業所」という。）において支援が必要と認める者 

 

 また、５―５（１）から（５）までに掲げる事業については、次のいずれかに該当する者

であって、都道府県知事等が支援を行うことが必要と判断した者も対象とする。 

① 小規模住居型児童養育事業を行う者又は里親へ委託されている者 

② 児童養護施設、児童心理治療施設又は児童自立支援施設へ入所措置されている者 

③ 母子生活支援施設における保護を受けている者 

④ 児童自立生活援助の実施をされている者 

 

＜事業の対象者に関する留意点＞ 

⚫  本事業の対象者は、すでに措置等が解除されていたり、児童自立生活援助の利用が終
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了している者の他、現在も措置等されている者である。また、過去の措置経験や一時保

護、在宅指導措置の経験がある者については、本人の意向を確認した上で、当該措置を

行った児童相談所等に過去の措置内容等の確認を行うなど、個々の状況に応じた適切

な支援がなされるように努める必要がある。 

⚫  本事業の実施に当たっては、こどもの最善の利益を念頭に本人の状況等を適切にア

セスメントし、より適切な支援や他事業の利用が望ましい場合（未成年の場合には、里

親等への委託や児童養護施設等への措置等を含む。）には関係機関へのつなぎを検討す

ること。なお、相互交流の場等とする場合、各社会的養護自立支援拠点事業所において

運用ルールを定めた上で実施することが望ましい。 

⚫  過去に措置経験がある者や児童自立生活援助の利用を一旦終了した者が、再度支援

を希望する場合、実施主体は都道府県等であるが、その者が最寄りの自治体に相談した

が、担当者が社会的養護自立支援拠点事業について知識や理解がなく支援から漏れる

ことがないように留意する必要がある。なお、要保護児童の保護の観点から、都道府県

は、市町村等から報告を受けた社会的養護自立支援拠点事業の実施が適当であると認

める者に対し、法第 33 条の６の３の規定に基づき、利用を勧奨しなければならない。 

 

５－４．実施体制 

社会的養護自立支援拠点事業の実施に当たっては、利用者からの相談への対応や、必要な

支援の実施に対応するため、支援コーディネーター（管理者）、生活相談支援員、就労相談

支援員を配置する必要がある。それぞれの具体的な要件は以下の通り。 

 

（１）支援コーディネーター（管理者）は、社会的養護自立支援拠点事業所の適切な運営を

管理するほか、対象者の将来の自立に向けて、支援計画の策定やその他支援全体を統括

する者であり、次のいずれかに該当する者とする。 

ア 社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有する者 

イ 児童福祉事業又は社会福祉事業に通算５年以上従事した者 

ウ 都道府県等が、ア又はイに該当する者と同等以上の能力を有すると認めた者 

 

（２）生活相談支援員は、居住、家庭、交友関係、将来に係る不安等に関する相談その他必

要に応じた適切な支援を行う者であって、次のいずれかに該当する者とする。 

ア 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23年厚生省令第 63号）第 43条各号の

いずれかに該当する者（児童指導員の資格を有する者） 

イ 都道府県等が、アに該当する者と同等以上の能力を有すると認めた者 

 

（３）就労相談支援員は、適切な相談・助言や情報の提供等の支援により就労相談その他必

要な支援を行う者であって、都道府県知事等が適当と認める者とする。 
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また、心理療法支援、法律相談支援が必要な者については、以下の通り必要に応じて職員

を配置することが可能である。 

 

（４）心理療法支援担当職員（加算対象） 

対象者に心理療法が必要な場合に適切に支援できるよう、精神科医や公認心理師等の

心理療法担当職員を配置すること。 

 

（５）法律相談支援担当職員（加算対象） 

対象者が金銭トラブル、契約トラブル等を抱えている場合に適切に支援できるよう、弁

護士等を嘱託契約等により配置すること。 

 

５－５．事業内容 

社会的養護自立支援拠点事業においては、以下の内容を実施する。 

 

（１）相互交流の場の提供 

社会的養護経験者等が集まり、自由に交流、意見交換等ができる場を整備するものであ

り、以下のとおり実施すること。 

ア 対象者が、意見交換や情報交換、自助グループ活動を気軽に行うことができる場を提供し、

必要に応じて対象者からの相談に応じる等の支援を行うこと。その際、単に場を提供するだけ

ではなく、事業所が主体となって相互交流する機会を企画・実施するよう努めること。 

イ 相互交流の場が、対象者にとって安心して過ごすことができ、心身の安全が確保された場と

なるよう努めるとともに、対象者同士や職員等とのトラブルを防止するため、利用における遵

守事項をあらかじめ定めること。 

 

（２）支援計画の策定 

ここでいう支援計画は、社会的養護自立支援拠点事業の利用者に対して社会的養護自

立支援拠点事業所において策定する支援計画であり、先述の児童自立生活援助にて策定

する自立支援計画とは異なる計画である。支援計画の策定に当たっては、本人の意向を十

分に聴きながら事前に本人に対して計画の内容を十分に説明するなど、可能な限り本人

が主体的に取り組むことができるように配慮し、環境を整えることが求められる。本人の

現在の心身や生活状況、就学、就労状況等、必要な情報を収集してアセスメントを行い、

自立に向けて課題となっている点や、課題解決のための支援方針、必要となる具体的な支

援内容や方法、家族や親族、その他関係者等からの協力が得られる見込みがあるかどうか

等を記載する必要がある。具体的には以下の要件を満たすこと。 

ア 生活や就労等に困難な課題を抱えており、事業所における継続的な支援が必要であると判断

した者について、支援コーディネーター（管理者）は支援計画を策定すること。 
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イ 支援計画の策定に当たっては、対象者の意向を十分に踏まえるとともに、対象者の心身の状

況や生活状況など、必要な情報を収集した上でアセスメントを行い、支援上の課題、課題解決

のための支援目標、目標達成のための具体的な支援内容や方法などを定め、事前に対象者に対

して支援計画の内容を十分に説明し、対象者が主体的に取り組めるよう配慮すること。 

また、必要に応じて児童相談所や市町村（こども家庭センターを含む。）、児童福祉施設、

医療機関、就業支援機関等の関係機関の意見を踏まえて策定すること。 

ウ 対象者の生活状況等に変化が生じた場合には、変化の状況に応じて速やかに支援計画の見直

しを行うとともに、必要に応じて関係機関とも共有すること。 

エ 支援計画の策定の有無にかかわらず、生活上の問題と求職上の問題は密接に関係することか

ら、生活相談支援員と就労相談支援員が連携するのみならず、支援コーディネーター（管理者）

も含め、対象者に必要な支援を行うこと。 

オ なお、支援計画は、支援終了後、少なくとも５年間は適切に管理・保管すること。 

 

＜支援計画策定に当たっての留意点＞ 

⚫  社会的養護自立支援拠点事業において支援計画を策定するタイミングの目安は以下

のとおりとする。 

・ （１）記載の相互交流の場として利用する者について計画の策定は求めない。 

・ （３）記載の相談支援を利用する対象者については、対象者からの相談内容に応

じ、策定を行う。 

・ ただし、（１）及び（３）の事業であっても、継続的な支援が必要であると判断さ

れた対象者については支援計画を策定すること。 

・ （４）～（６）記載の事業については、内容に応じて必要な項目を追加した形で支

援計画を策定すること。 

⚫  社会的養護自立支援拠点事業において支援計画を策定する際、対象者が以前に在籍

していた施設等における自立支援計画や、児童自立生活援助事業における自立支援計

画がある場合には、社会的養護自立支援拠点事業における支援計画が当該計画と整合

的な内容になるよう、児童養護施設等や児童自立生活援助事業所、本人と十分な連携及

び調整を行う必要がある。 

 

＜支援計画の項目例＞ 

対象者の基本情報（※全ての記録を策定する際に記載する項目） 

策定年月日、策定者指名、対象者の氏名、対象者の生年月日、年齢、性別、電話番号・

メールアドレス、住所、家族構成、社会的養護経験の有無、事業所に来た経緯 

（以下の①～③はケースに応じて記載する項目） 

①相談支援の際の記載項目 

相談概要、対象者本人の現状、対象者の意向、支援方針、相談経過 
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②支援計画策定の際の基本項目 

対象者本人の現状、家庭の現状、地域（所属機関や支援機関等）の現状、対象者の意向、

家庭の意向、地域（所属機関や支援機関等）の意見、支援方針、支援の際の連携機関、課

題、目標及び目標に向けての今後の取組 

③対象者の状況に応じて必要により追加する項目 

生活面、健康面、就学・就労面、金銭面等に関する事項 

 

＜都道府県等アンケート調査結果⑥＞支援計画策定に当たっての検討事項 

➢  支援計画の策定において整合等の調整を図る必要がある計画としては、「施設等

における自立支援計画」、「児童自立生活援助事業における自立支援計画」が多か

った。 

➢  支援計画の策定で重要と想定している事項として、「本人の意見」、「現在の状

況や就学・就労状況」、「自立に向けた課題」、「必要となる具体的な支援内容・

方法」があげられていた。 

 

（３）相談支援 

社会的養護経験者等が抱えている、日常生活や社会生活、学業や就労等に関する悩み、

メンタルヘルスや医療面に関する相談などを受け、必要に応じて、情報の提供やサポート

の実施、他機関等との連携による支援等を行うものである。具体的には以下の通り実施す

ること。 

ア 居住、家庭、交友関係、将来への不安等に関する生活上の問題や、求職上の問題等について

相談に応じ、必要に応じて他の関係機関と連携する等により支援を行うこと。 

イ 電話やメール、ＳＮＳ等による相談など、対象者が相談しやすい環境づくりを行うとともに、

ＳＮＳ等を活用したプッシュ型の情報発信に努めること。 

また、電話やメール、ＳＮＳ等による相談のみならず、通いによる支援のほか、アウトリー

チ型支援（訪問支援）についても、必要に応じて実施すること。 

  なお、相談を受けた際、単に情報提供や助言等を行うだけではなく、医療機関の受診、就労

支援機関の利用、行政手続等の同行支援など、対象者のニーズに応じた適切な支援を行うこと。 

ウ 対象者に係る基礎的事項、相談内容及び支援状況等を記録するとともに、一定期間、適切に

管理・保管すること。 

 

＜相談支援に関する留意点＞ 

⚫  相談支援の記録の保存期間については、一時的な相談や単発的な相談も一定数ある

ことが見込まれるため、相談内容に応じて一定期間保存すること。 
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（４）心理療法支援 

対象者に心理療法が必要な場合に適切に支援できるよう、精神科医や公認心理師等の

心理療法担当職員を配置すること。 

 

（５）法律相談支援 

対象者が金銭トラブルや契約トラブル等を抱えている場合等、法律相談が必要な場合

に適切に支援できるよう、弁護士等を嘱託契約等により配置すること。 

 

（６）一時避難的かつ短期間の居場所の提供 

社会的養護経験者等が帰住先を失っている場合などに居場所の提供を伴う支援を行う

ものであり、社会的養護経験者等が一時的に滞在できる設備を整え、状況が安定するまで

の間、居住支援、日常生活支援等を行う。社会的養護自立支援拠点事業における居場所と

は、このように対象者の状況が安定するまでの間、必要な生活環境を提供する場を想定し

ている。実施に当たっては以下の要件を満たす必要がある。 

ア 対象者が帰住先を失っている場合など、状況が安定するまでの間、対象者が安心して過ごす

ことのできる居場所や食事の提供を行うとともに、衣類等の日用品を支給又は貸与するなどを

含めた日常生活上の支援を行うとともに、生活や就労等の相談支援についても併せて行うこ

と。 

イ 居場所の提供については、原則として６か月を超えない範囲で都道府県等が定める期間内で

実施すること。 

ウ 居場所の提供に当たっては、対象者の安全及び衛生の確保並びにプライバシーの保護に配慮

した上で、対象者が孤立することのないよう、定期的に連絡を取ることや様子を確認するとと

もに、事業所内外でのトラブルを防止するため、利用における遵守事項をあらかじめ定めるこ

と。 

エ 事業所内において、居場所を提供することが困難である場合には、民間賃貸住宅等を活用す

ることや、都道府県等が設置した公営住宅などの賃貸住宅に一定枠を設けること等により提供

することも可能とする。 

  なお、日常生活上の支援、金銭管理の指導、自立した生活を営む上での不安や悩み等の相談

に応じることができるよう、支援体制について十分に配慮すること。 

 

＜一時避難的かつ短期間の居場所の提供に関する留意点＞ 

⚫  他の支援につなぐ場合は、当事者のニーズと状況に応じて他施設等につなぐことと

する。例えば、相談や集う場を提供している民間団体を紹介する、あるいは生活の場と

して女性自立支援施設、障害者福祉施設・事業所等への移行を支援することが望まれ

る。 
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＜都道府県等アンケート調査結果⑦＞事業内容に関する検討状況 

社会的養護自立支援拠点事業の内容として、「生活、就労等に関する情報提供、相談

支援や助言」、「相互交流の場の提供」、「関係機関との連絡調整」をあげている自治

体が多い結果となった。 

 

５－６．設備要件 

５－５に掲げる事業の実施に当たっては、次の設備を設けるものとする。 

なお、５－５（６）の事業を実施する場合は、対象者が一時的な生活をするために必要な

設備を設けることとする。 

（１）事務室 

（２）相談室 

（３）対象者が相互交流ができる設備 

（４）その他、事業を実施するために必要な設備 

 

５－７．留意事項 

本事業の実施に当たっては、以下の点に留意する必要がある。 

（１）５－５（１）から（３）に掲げる事業は必須とし、５－５（４）から（６）に掲げる

事業は、対象者のニーズ等を十分に踏まえた上で、都道府県等の状況に応じて行うこと

ができること。 

（２）社会的養護自立支援拠点事業所は、運営方針、職員の職務内容、支援内容、金銭及び

物品管理の方法、対象者の権利擁護に関する事項等、運営規程を定めること。 

なお、一時避難的かつ短期間の居場所の提供に当たり、対象者の所持する物の保管を

行う場合には、あらかじめ、運営規程に保管の方法等を定めるとともに、対象者に説明

し同意を得ることとし、保管の状況等を月に１回以上対象者に知らせること。 

また、社会的養護自立支援拠点事業者は、対象者の金銭や通帳等を保管するに当たっ

ては、民法上の財産管理権を有しているものではないため、対象者への説明・同意を得

ずに取り扱うことがないよう留意すること。 

（※）携帯電話やスマートフォン等の取り扱いについても同様であるが、場合によって 

はスマートフォン等を事業所にて管理する方が、対象者の支援に資することもあ

ると考えられる。運営規程で取り扱いについて定め、対象者へ説明し同意を得た上

で、社会的養護自立支援拠点事業所にて適切に管理することが望まれる場合もあ

る。 

（３）社会的養護自立支援拠点事業所の職員は、対象者の意向を尊重するとともに、対象者

との信頼関係の構築にも努めること。また、社会的養護自立支援拠点事業所は、対象者

の権利擁護及び虐待防止を図るため、職員に対する研修の実施や、苦情を受け付けるた

めの窓口の設置等、必要な措置を講ずること。 
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（４）一時避難的かつ短期間の居場所の提供を行う際、対象者が未成年者の場合は、親権者

へ連絡した上で支援を実施することが望ましいが、親権者への連絡に当たっては、親子

関係等に十分配慮した上で実施すること。 

ただし、親権者に連絡することにより、対象者の生命及び身体等に危険が生じるおそ

れがある場合や、親権者に連絡することを対象者が強く拒否している場合等において

は、児童相談所等の関係機関と十分連携・協議した上で、対象者にとって安全・安心の

確保に最善となる対応を行うこと。 

（※）対象者が、虐待等の理由から親権者に連絡することを拒むなど、親権者に連絡す

ることにより対象者の安全に支障をきたすおそれがあると認められる場合には、

対象者の年齢等を考慮しつつ、児童相談所等の関係機関と十分連絡・協議の上で親

権者への連絡を見合わせるなど柔軟に対応すること。 

（５）個人情報の適切な管理に十分配慮した上で、関係者間での情報の共有に努めるととも

に、法第 34 条の７の２第５項において、本事業に従事する者について守秘義務が課さ

れていることを踏まえ、適切な対応を実施すること。 

（６）関係機関で情報共有を行うことについて、対象者から支援開始時点等で同意を得てお

くこと。ただし、同意を得られない場合においても、必要に応じて都道府県（児童相談

所を含む。）、市町村（こども家庭センターを含む。）及び要保護児童地域対策協議会な

ど、関係機関で情報共有を行うこと。 

（７）支援終了後、関係機関により引き続き支援を行う場合には、必要に応じて対象者の状

況等について、丁寧な情報提供を行うこと。 

（８）対象者が都道府県等の管内に居住していない場合であっても、緊急を要する場合には

支援を行うこと。 

（９）対象者が都道府県等の管外に転居する場合においても、転居先の関係機関とも連絡調

整を行う等、転居先においても必要な支援が行われるよう努めること。 

 

５－８．届出事項 

社会的養護自立支援拠点事業に係る届出事項は下記の通りである。 

（実施に係る事前届出事項） 

・ 事業の種類及び内容 

・ 経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地） 

・ 定款その他の基本約款 

・ 職員の定数及び職務の内容 

・ 主な職員の氏名及び経歴 

・ 当該事業の用に供する施設の名称、種類及び所在地 

・ 事業開始の予定年月日 

（廃止又は休止時の事前届出事項） 
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・ 廃止又は休止しようとする年月日 

・ 廃止又は休止の理由 

・ 現に便宜を受けている者に対する措置 

・ 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 
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６．休日夜間緊急支援事業の活用 

 

６－１．事業目的 

 社会的養護自立支援拠点事業所等において、休日夜間に緊急で一時避難が必要な社会的

養護経験者や、虐待経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等を受け

入れ、他の必要な支援につなぐまでの一時避難場所を提供することを目的とする。 

前述の社会的養護自立支援拠点事業所の開所時間外や他の必要な支援につなぐまでの間

においての一時的避難場所の提供を想定している。 

 

 

６－２．実施主体 

 実施主体は都道府県等とする。なお、都道府県等は、６－５に掲げる事業内容の全部又は

一部について、当該事業を適切に実施することができると認めた者に委託して実施するこ

とができる。 

 

６－３．事業の対象者 

本事業の対象者は、次のいずれかに該当する者で、都道府県等が休日夜間に緊急で一時避

難が必要と判断した者とする。具体的には以下のとおりである。 

① 小規模住居型児童養育事業を行う者又は里親への委託が解除された者 

② 乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設又は児童自立支援施設への入所措置が解除された

者 

③ 母子生活支援施設における保護を受けていた者 

④ 児童自立生活援助の実施を解除された者 

⑤ 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。以下「法」という。）第 33条第１項又は第２項の規

定により、一時保護が行われていた者 

⑥ 法第 26条第１項第２号又は第 27条第１項第２号に規定される指導が行われていた者 
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⑦ 虐待経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等であって、休日夜間緊急

支援事業所（以下「事業所」という。）において支援が必要と認める者 

 

＜事業の対象者に関する留意点＞ 

⚫  対象者及びどのような場合に受け入れをするかについては、事前に都道府県等と調

整しておくこととするが、状況によっては都道府県等の判断をあおぐことが事後にな

るケースがあることも想定される。その場合はできるだけ速やかに事後調整を行うこ

と。 

 

６－４．実施体制 

 本事業を実施するに当たっては、以下のとおり体制を整えること。 

（１）本事業の実施に当たっては、休日夜間緊急支援員を配置すること。 

（２）休日夜間緊急支援員は、受入要否を判断するとともに、他の必要な支援につなぐまでの支

援を実施する者であって、次のいずれかに該当する者とする。 

ア 社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有する者 

イ 児童福祉事業又は社会福祉事業に通算５年以上従事した者 

ウ 都道府県等が、ア又はイに該当する者と同等以上の能力を有すると認めた者 

 

６－５．事業内容 

 本事業では、具体的に以下の内容を実施すること。 

ア 対象者から支援の申出があった場合、その相談に応じ、対象者の心身の状況や生活状況など、

必要な情報を収集した上でアセスメントを行い、受入要否を判断すること。 

イ その際、対象者に係る基礎的事項、相談内容及び支援状況等を記録するとともに、一定期間、

適切に管理・保管すること。 

ウ 対象者が休日夜間に緊急で一時避難が必要と判断した場合は、他の必要な支援につなぐまで

の間、対象者が安心して過ごすことのできる居場所や食事の提供を行うとともに、衣類等の日

用品を支給又は貸与するなどを含めた日常生活上の支援を行うこと。ただし、一時的な避難（１

日から２日程度）を原則とする。 

エ 居場所の提供に当たっては、対象者の安全及び衛生の確保並びにプライバシーの保護に配慮

した上で、対象者が孤立することのないよう、定期的に連絡を取ることや様子を確認するとと

もに、事業所内外でのトラブルを防止するため、利用における遵守事項をあらかじめ定めるこ

と。 

オ 事業所内において、居場所を提供することが困難である場合には、民間賃貸住宅等を活用す

ることや、都道府県等が設置した公営住宅などの賃貸住宅に一定枠を設けること等により提供

することも可能とする。 
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＜事業内容に関する留意点＞ 

⚫  マンションやアパート等の集合住宅や戸建て住宅のほか、緊急時を中心としてホテ

ルなどに泊まらせ支援を行うことも検討すること。 

 

６－６．設備要件 

６－５に掲げる事業の実施に当たっては、次の設備を設けるものとする。ただし、社会的

養護自立支援拠点事業所等に附置している場合は、当該事業等の運営上支障が生じない場

合には、附置される事業所等と設備の一部を共有することは差し支えない。 

（１）事務室 

（２）相談室 

（３）対象者が一時的な生活をするために必要な設備 

（４）その他事業を実施するために必要な設備 

 

６－７．留意事項 

本事業の実施に当たっては、以下の点に留意する必要がある。 

（１）居場所の提供を行う際、対象者が未成年者の場合は、親権者へ連絡した上で支援を実

施することが望ましいが、親権者への連絡に当たっては、親子関係等に十分配慮した上

で実施すること。 

ただし、親権者に連絡することにより、対象者の生命及び身体等に危険が生じるおそ

れがある場合や、親権者に連絡することを対象者が強く拒否している場合等において

は、児童相談所等の関係機関と十分連携・協議した上で、対象者にとって安全・安心の

確保に最善となる対応を行うこと。 

（２）個人情報の適切な管理に十分配慮した上で、関係者間での情報の共有に努めるととも

に、職員が業務上知り得た情報を漏らすことがないよう、個人情報の取扱い等について

守秘義務を課すこと。 

なお、事業の全部又は一部を委託して実施する場合は、委託先との契約においても守

秘義務を課すこと。 

（３）関係機関で情報共有を行うことについても、対象者から支援開始時点等で同意を得て

おくこと。ただし、同意を得られない場合であっても、必要に応じて都道府県（児童相

談所を含む。）、市町村（こども家庭センターを含む。）及び要保護児童地域対策協議会

などの関係機関の間で連携し、情報共有を行うこと。 

（４）都道府県等は、対象者の状況に応じて、適切な支援につなげることができるよう、上

記「５」で定める社会的養護自立支援拠点事業と併せて実施すること。 
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７．社会的養護自立支援実態把握事業の活用 

 

７－１．事業目的 

社会的養護経験者等への自立支援が確実に提供されるための環境整備を推進するため、

社会的養護経験者等の実態把握に係る調査の実施や関係機関との連携の強化に必要な支援

を行うことを目的とする。 

これまで、社会的養護経験者等への対応については地域間格差があり、社会的養護経験者

等全ての者に対し、十分な支援が行き渡っていないとの指摘があった。こうした状況を踏ま

え、改正法では、社会的養護経験者等の実態を把握し必要な援助を実施することが、都道府

県等が行わなければならない業務として位置づけられることとなった。実態把握を行うこ

とで、地域・当事者等のニーズに対して適切な支援が実施されているかを情報収集し、その

上で社会的養護経験者等への適切な制度、支援のあり方を検証すること。 

 

７－２．実施主体 

本事業の実施主体は都道府県等とする。都道府県等は、７－３に掲げる事業内容の全部又

は一部について、当該事業を適切に実施することができると認めた者に委託して実施する

ことができる。 

 

７－３．事業内容 

本事業では、以下の（１）及び（２）の事業を実施することとする。 

 

（１）社会的養護自立支援協議会の設置 

都道府県等は、（２）で掲げる調査内容等を検討し、調査結果に基づき、都道府県等に

おける自立支援の体制の評価や支援ニーズに則した支援体制の構築の検討を行うことを

目的に、社会的養護自立支援協議会を開催することができる。 

  具体的な開催要件は以下の通りである。 

ア 社会的養護経験者等をはじめ、当該地域を管轄する児童相談所や市町村（こども家庭センタ

ー）、児童福祉施設、里親、ファミリーホーム、自立援助ホーム、社会的養護自立支援拠点事

業所、医療機関、就労支援機関等の関係機関が協議を行う場（以下「社会的養護自立支援協議

会」という。）を設置すること。 

イ 社会的養護自立支援協議会においては、（２）に掲げる調査内容等を検討すること。また、

調査結果に基づき、都道府県等における自立支援の体制の評価や、支援ニーズに則した支援体

制の構築について検討を行うこと。 

ウ 社会的養護自立支援協議会の構成員については、原則、実施主体が選定することとし、社会

的養護経験者等も構成員とするなど、社会的養護経験者等の意見聴取・参画の機会を設けると

ともに、年４回以上を目途として開催すること。 



38 

 

＜社会的養護自立支援協議会開催における留意点＞ 

⚫  社会的養護自立支援協議会では、社会的養護経験者等の個人情報が共有されること

が想定されるが、その場合、都道府県等は、個人情報に関する法令等を踏まえ、個人情

報の適切な管理に十分配慮した上で、関係者間での情報の共有に努めるとともに、業務

上知り得た情報を漏らすことがないよう、関係者に対し、個人情報の取扱いについて守

秘義務を課すことが求められる。 

 

＜都道府県等アンケート調査結果⑧＞社会的養護自立支援協議会の検討状況 

➢ 内容把握 

社会的養護自立支援協議会について、回答のあった 45自治体のうち約６割の自治

体が「内容を把握している」又は「内容は一部把握できていない点もある」との回答

であったが、約４割は「内容はあまり把握できていない」又は「名称自体を見聞きし

たことがない」という回答であった。 

➢ 設置の検討状況 

設置の有無については、約６割が「設置予定はない（未検討含む）」という回答で

あったが、約４割は「具体的な取組を実施していたり、何らかの検討を行っている」

状況となった。 

➢ 課題及び懸念点 

社会的養護自立支援協議会の設置にあたる懸念・課題、設置をしない理由として

は、「構成員の確保・調整が困難」が最も多く、次いで「担当人員の確保が困難」の

順となった。 

 

（２）社会的養護経験者等実態把握調査7 

社会的養護経験者等の支援ニーズ等を把握するための実態調査及びヒアリングを実施

するに当たり、具体的な要件は以下の通りである。 

ア 次のいずれかに該当する者の実態を把握するための調査を実施すること。 

 ① 小規模住居型児童養育事業を行う者又は里親への委託を解除された者 

② 乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設又は児童自立支援施設への措置を解除された者 

③ 母子生活支援施設における保護を受けていた者 

④ 児童自立生活援助の実施を解除された者 

⑤ 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。以下「法」という。）第 33条第１項又は第２項の

規定により、一時保護が行われていた者 

 

 
7 社会的養護経験者等の実態把握の方法については、例えば「児童養護施設等への入所措置や里親委託等

が解除された者の実態把握の在り方及び実態把握にあたり必要な体制等に関する調査研究」（三菱 UFJ リ

サーチ＆コンサルティング株式会社 令和２年３月）の「自治体による施設退所者等の実態把握のための

手引き」を参照。（https://www.murc.jp/wpcontent/uploads/2020/04/koukai_200427_5_2.pdf） 

https://www.murc.jp/wpcontent/uploads/2020/04/koukai_200427_5_2.pdf
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⑥ 法第 26 条第１項第２号又は第 27条第１項第２号に規定される指導が行われていた者 

⑦ 虐待経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等であって、都道府県等

が必要と認める者 

イ 調査の実施に当たっては、以下の項目を参考とし、社会的養護自立支援協議会において、各

地域の実情を考慮した上で項目を策定するものとする。 

（ⅰ）就労・就学の状況 

（ⅱ）住まい・家計の状況 

（ⅲ）家族の状況 

（ⅳ）健康状態・医療サービスの提供状況 

（ⅴ）生活していた施設等とのつながり・受けたサポートの内容と評価 

（ⅵ）相談相手の有無 

（ⅶ）公的なサポートへの意見・要望 

（ⅷ）その他、各地域における自立支援の提供に必要な情報 

ウ 調査方法は各地域の実情に応じたものとすること。ただし、社会的養護経験者等が回答を行

うことが困難とならないよう留意すること。 

エ 調査を実施するに当たっては、入所等していた施設等の協力を得る等して、実態把握に努め

ること。 

オ 調査により得られた結果は社会的養護自立支援協議会に報告すること。 

 

＜実態把握調査実施の際の留意点＞ 

⚫  社会的養護経験者等の実態把握を、里親等、児童養護施設等及び児童自立生活援助事

業所を経由して行う場合、実態把握の方法等について事前に説明を行い理解を得ると

ともに、措置等の解除前から、実態把握のための調査等について社会的養護経験者等に

も十分周知を行い、協力を要請することが重要である。また、里親等、児童養護施設等

及び児童自立生活援助事業所との関係性が良好でない社会的養護経験者等については、

実態把握のための調査を、親等、児童養護施設等及び児童自立生活援助事業所を経由せ

ずに都道府県等や社会的養護自立支援拠点事業所から連絡する等の配慮も必要である。 

⚫  調査に当たっては、学識経験者等の参画も検討することが望ましい。 

⚫  調査や情報収集を行う際は、社会的養護経験者等が抱えているニーズや困りごとを

尋ねることで支援体制の整備方針が明確化できる。他方、特に、調査の実施において

は、社会的養護経験者等の過去や現在のネガティブな経験について尋ねることになる

可能性もあるため、調査倫理の観点から、調査の実施に関する「説明と同意」のプロセ

スを必ず経るとともに、都道府県等が有するサービスを、調査に合わせて情報提供する

ことも望ましい。 

⚫  社会的養育の体制整備に関する計画である「都道府県社会的養育推進計画」におい

て、「社会的養護自立支援の推進に向けた取組」の項目が設定されているが、実態把握
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調査によって得られたデータや当事者の意見等を参考にし、計画の見直しや施策に反

映していくことも重要である。 

 

７－４．留意事項 

本事業の実施に当たっては、以下の点に留意する必要がある。 

（１）事業の実施により得られた結果は、都道府県等が策定する都道府県社会的養育推進計

画に反映すること。 

（２）個人情報の適切な管理に十分配慮した上で、関係者間での情報の共有に努めるととも

に、職員が業務上知り得た情報を漏らすことがないよう、個人情報の取扱い等について

守秘義務を課すこと。 

なお、事業の全部又は一部を委託して実施する場合は、委託先との契約においても守

秘義務を課すこと。 

（３）都道府県等は、７－３に掲げる事業を委託して実施する場合については、同一の者に

委託して実施することが望ましいが、適切な事業運営が行われる場合には、別々の者に

委託して実施することも差し支えないこと。 

 

７－５．都道府県等における社会的養護経験者等の実態把握調査に関する調査結果 

 本項では、都道府県等に対して実施したアンケートのうち、社会的養護経験者等の実態把

握調査に関する結果を記載している。実態把握調査を実施した自治体及び実施予定の自治

体の調査方法等について示すとともに、実態把握調査を通して見えた課題、問題点について

記載している。 

＜都道府県等アンケート調査結果⑨＞社会的養護経験者等の実態把握調査概要 

➢ 実態把握の実施状況 

回答のあった 45自治体のうち、社会的養護経験者等の実態把握については、約６

割は既に実施済み又は実施に向けた何らかの対応を実施しており、約４割の自治体

は「実施予定なし（未検討含む）」、「未定/検討中」との回答であった。検討中の

自治体における課題・懸念点としては「実情把握の範囲と実施方法の設定」、「小規

模自治体における適正な実施方法」などがあげられた。 

➢ 調査項目 

実態把握時に確認したあるいは確認することを想定している内容として、「現在

の住まい・同居相手」、「現在の就労・進学等の状況」、「現在の困難・課題事項」、

「暮らしていた施設・里親・ファミリーホーム等との連絡状況」、「心身の状態」、

「気軽に相談できる相手（有無・誰か）」をあげているところが多い傾向となった。 

➢ 実態把握の方法及び経路 

実態把握の方法として実施した方法あるいは実施を想定している方法としては、

「オンラインアンケート」が最も多く、次いで「郵送（紙によるアンケート等）」が
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多かった。また、実施経路あるいは想定経路としては「施設等を通じて本人へ確認」

が最も多かった。「オンラインアンケート」、「施設等を通じて本人へ確認」は、実

際に調査を実施した自治体からは業務負荷が低くかつ効果的な実施方法及び実施経

路であったとの回答となった。 

➢ 調査対象者 

調査対象者については、措置解除後「平均して３か月後から５年６か月後までの

措置解除者」を対象としたあるいは対象とするところが多かった。設定した措置解

除後の経過年数に該当する対象者全員を対象としたあるいは対象とする自治体もあ

れば、該当者のうち特定の条件をもとに対象者を抽出したあるいは抽出すると回答

した自治体もあった。特定の条件で抽出する場合、年齢で抽出をするところが多く、

他に独自の条件を設定する自治体もあった。 

➢ 対象者数及びカバー率 

実態把握を実施した自治体では、１自治体あたり平均して 165.2 人を対象として

実態把握が行われており、対象者のカバー率（全対象年齢者数における調査対象と

なった者の割合）は平均で 40.6%であった。 

➢ 現金・現物支給の有無 

実態把握を実施した自治体のうち、約７割の自治体は現金または現物の支給はし

ていないとの回答であった。現物支給を実施している自治体では、クオカードやオ

ンラインギフトカードがあげられていた。 

➢ 結果公開の有無 

実態把握を実施した自治体のうち、８割が実情把握の実施結果について公開はし

ていないが、２割は全ての結果を公開していた。 

 

＜都道府県等アンケート調査結果⑩＞実態把握調査の結果わかった課題・問題点8 

➢ 制度等の整備 

・ 自立支援拠点の必要性 

・ 出身施設以外のアフターケア機関の必要性 

・ 経済的支援のさらなる充実や改善 

・ 対象者が制度や支援機関について把握していない 

➢ 支援方法 

・ リービングケアにおける個別対応の必要性 

・ アフターケアにおける同行支援の重要性 

・ 進路変更やつまづきからの再支援、挑戦の機会をどのように提供していくか 

・ 支援が必要だが拒否・遠慮している児童等とのつながりのあり方、声の聴き方 

 

 
8 実際に実態把握を実施した自治体からの回答結果。 
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・ 社会的養護ニーズがある・あったのに支援にたどりついていない児童等への支

援 

➢ 実態把握の方法 

・ アンケートの回収率の悪さ 

・ 措置解除者への連絡手段がない 
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＜参考①＞施設等アンケート調査結果 

令和５年末から令和６年１月にかけて、施設等を対象に、施設入所児童等に対する措置中

の自立支援の内容等についてアンケート調査9を実施したところ、以下ではその結果につい

て記載する。 

 

（１） 比較表 

＜措置中からの自立支援対策として効果的・特徴的な取組10の事例＞11 

（赤色：施設ごとに効果的な取組であったと回答した割合が多かった支援内容上位２つ） 

 

➢  「学習・進学に関する支援」、「就労に向けた支援」、「居住場所に関する支援」、「社会

的スキル獲得のための支援」を中心に効果的・特徴的な取組が多くみられた。 

➢  施設等ごとにみると、どの支援分野に効果的な取組が多いかはバラつきが見られる。 

 

 

 

 
9 令和５年 12 月 25 日から令和６年１月 26 日にかけて実施した、施設等による措置中からの自立支援に関

する調査。アンケート調査対象施設、及び結果の分析対象とした施設数は以下のとおり（「自立支援実施の

有無」という項目で「有」と回答した施設のみを対象。） 

児童養護施設：321、児童心理治療施設：35、児童自立支援施設：31、自立援助ホーム：135、 

母子生活支援施設：112、里親：243、ファミリーホーム：64、社会的養護自立支援事業所：103 
10 「施設等からみた」効果的・特徴的な取組であることに留意を要する。施設入所児童等からみた効果的・

特徴的な取組ではないため、施設入所児童等からみた効果のアセスメントを実施することも求められる。 
11 アンケートの際には「措置中に実施することが効果的・特徴的であると考えられる取組」として調査を

行ったが、社会的養護自立支援事業所は、措置解除者を対象にする事業所であることから、実際には措置

解除者を対象とした内容について回答した可能性があることに留意を要する。 
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＜措置中に自立を意識した支援・日常のケアを実施する主な開始タイミング＞ 

➢  措置中に自立を意識した支援及び日常のケアの実施を開始するタイミングとして最

も多いのは「高校在学中や進路相談時」であるが、施設によってはもう少し早い時期か

ら自立を意識した支援が開始される。 
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＜措置中の自立支援を行う際に連携する機関＞ 

（赤字：児童相談所以外で連携する機関として最も多い機関等（母子生活施設、ファミリー

ホーム除く）。母子生活支援施設、ファミリーホームは最も多い連携先。） 

 

➢  措置中の自立支援を行う際に連携する機関として児童相談所と回答する施設が多い。 

➢  ただし、児童相談所以外では、施設の目的に応じて主な連携先が異なっており、対象

者の状況を踏まえて適切な機関との連携が必要になる。 
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＜措置中の自立支援を推進していく上での課題＞ 

➢  措置中の自立支援を実施する上での課題として、「人員の確保」、「本人の意向調整」

をあげている施設等が多い。里親、ファミリーホーム、児童養護施設では「諸制度・サ

ービスの周知」との回答も多く見られた。 

➢  本人の意向も踏まえながら、適切な制度やサービスが必要な人に確実に届くことが

望まれる。 
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（２） 効果的・特徴的な取組の事例 

以下では、施設等における措置中の自立支援（一部、措置解除後の事例も含む。）として、

施設等が特に効果的・特徴的であると考えている具体的な取組12の事例を支援内容別に紹介

する。 

支援内容  効果的・特徴的な取組の事例  

居住場所に 

関する支援  

  

  

  

  

  

  

＜措置延長による進学＞ 

・ 措置延長を利用して大学等への進学ができ、将来の選択肢の幅が広がっ

た。（児童養護施設） 

・ 高校を中退した児童に対しても、措置を延長し新たに高校に通えるよう

にし、高校中退後就職をする児童は、グループホーム等関係機関と連携

し、空白のない支援を心がけている。（児童養護施設） 

＜措置解除前の居住先に関わる支援＞ 

・ 児童相談所とも連携しながら、就職または大学院進学に伴うアパートの

選定や必要な保護者の同意（保証人等）の手続を行い、措置解除後のス

ムーズな移行を図ることができた。（児童養護施設） 

＜措置中の一人暮らしの体験や計画サポート等の支援＞ 

・ 施設機能強化事業や自立支援強化事業を活用し、一人暮らし体験や家賃

支援を実施している。（児童養護施設） 

・ ホームの近隣にハイツを賃貸借し、退居前の自立生活の場としてステッ

プハウスを運用している。退居者の緊急一時入居や下宿から大学に通っ

ている退居者の帰省先としても受け入れを行っている。（自立援助ホー

ム） 

・ 近隣のアパートを使って高校生や大学生の一人暮らし体験をさせるこ

とで、施設内の自活訓練に比べてより退所後の生活を体験させることが

できた。措置延長の依頼や取組について、発達障害を抱える児童、ある

いは、環境が変わる事での不安を解消出来る取組として効果があったと

言える。 

（社会的養護自立支援事業所） 

学習・進学に 

関する支援  

  

  

  

＜奨学金の案内＞ 

・ 進路希望を早い段階から把握し、大学等への進学をバックアップして行

き、奨学金等の紹介をし、金銭的不安を少しでも解消することができた。

（児童養護施設） 

 

 

 
12 「施設等からみた」効果的・特徴的な取組であることに留意を要する。施設入所児童等からみた効果

的・特徴的な取組ではないため、施設入所児童等からみた効果のアセスメントを実施することも求められ

る。 
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＜進路相談＞ 

・ 中学生のうちから日常生活の中で進路に関する話をする。「就職しかな

い」と思っている児童もいるので、本人の希望と努力次第で進学できる

ことを知らせ、学習に対する意欲を持たせる。（児童養護施設） 

・ 進学予定者との費用計算。進学にかかる学費と生活費の概算、奨学金と

アルバイト収入の概算と現在の貯蓄額で４年間（２年間）の収支見込み

を職員と児童で組み立ててみる。（社会的養護自立支援事業所） 

＜通学・学習支援＞ 

・ 学習塾の活用、奨学金・助成金の案内、申請のサポートを行っている。

本人の意向支援を大事にし、保護者との話合いの機会を設け、3 者間で

の食い違いが生じないようにしている。（児童養護施設） 

・ 福祉事務所が運営している学習応援事業を当施設で行い、入所児童と退

所児童の学習支援を行っている。進路相談にものってもらっており、大

学合格したケースもある。（母子生活支援施設） 

・ 施設内の分校との連携によりきめ細やかな学習支援を行い、措置解除後

の高校定着率が高くなっている。（児童自立支援施設） 

生活相談の 

実施  

  

・ 退居者への積極的なバースデーカードのメッセージ、定期的な電話連絡

での居住実態の確認。アナログだが、一番効果があった。（自立援助ホ

ーム） 

・ フォスタリング機関による自立後の諸経費の算出など（里親） 

・ 新生活が始まって、困ったことやわからないことに対して、話を聞きす

ぐに援助した。 困ったことがあれば、すぐに対応してくれると感じるこ

とができて、相談がしやすくなったのではないかと感じている。 

（ファミリーホーム） 

・ 市役所等行政機関においての同行支援、医療受診同行、公共料金や家賃

の滞納後の支払いについての助言等を行った。ひとりでできる場合もあ

るが、同行することにより安心を担保できる。一度、二度、同行支援す

ることによってご本人の経験値が上がり、その後は、単独で対応できる

ようになっている。（社会的養護自立支援事業所） 

社会的スキル

獲得のための

支援  

  

＜外部の自立支援プログラムへの参加＞ 

・ 措置解除後を見据えて退所児童等アフターケア事業所が行っている自

立支援プログラムに参加し、社会に出た際の困り感の軽減に繋げてい

る。 

（児童養護施設） 

・ お金の管理や通帳の作り方、限られた食材での調理実習など、自立に向

けてのスキルを教えていくプログラムがある。卒業間近での詰め込みで
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はないため、支援者も余裕を持って伝えられ児童も何度も確認ができ

る。 

（児童養護施設） 

就労に向けた

支援  

＜企業との連携＞ 

・ 就労が定着しづらい児童に関しては、措置延長を行なっている。高校生

には、バイトを通じて社会経験を積む機会を設けている。また、バイト・

就労先の企業とも細かく連携をとっている。（児童養護施設） 

 

＜その他＞ 

・ 退所して働く OB，OG の生活の様子や職場の様子を撮影したビデオを作

成し視聴。（児童養護施設） 

医 療 連 携 支

援  

・ 措置解除後も医療機関の支援を受けられるように、措置中から医療機関

と支援会議を行った。（児童心理治療施設） 
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＜参考②＞ヒアリング結果13 
 
① 愛媛県 
 
措置・委託児童の傾向 

措置・委託児童

の傾向  

年齢としてはまんべんなくいるが、最近では思春期頃から一時保護され里

親へ委託されるケースが多い傾向がある。 

 

措置解除者等の実態把握の実績 

実態把握の方

法  

＜方法＞  

電話、メール、郵送、FAX、対面    

＜把握経路＞  

施設等を通じて本人に確認   

実施時期及び  

対象者  

・ 令和３年 10月に調査を実施 

・ 対象者：平成 30年４月～令和３年３月の間に、中学校卒業後に児童

養護施設・里親・ファミリーホームを退所した者 

実態把握の結

果明らかにな

った対象者の

課題と対応方

針  

・ 職場内の人間関係が理由で転職・退職している児童もいるため、コミ

ュニケーション能力向上への取組が重要 。 

・ 仕事、金銭管理及び心と体の健康などの不安を抱えたまま退所する児

童も多いため、不安解消に向けた職業観、金銭感覚等の教育が重要。 

 

自立支援を実施していく上での連携機関 

重要だと考える

連携先 

・ 施設養護でも小規模化・地域分散化を通じて家庭的な養育環境の整

備が進み、自立支援担当職員の配置施設も増えてきたが、里親やフ

ァミリーホームでの家庭生活体験を通じた自立支援が大切だと感じ

ている。 

 

措置解除後の自立支援の取組事例 

支援の概要  ・ 大学進学に伴う下宿生活において里親からの継続支援を受け大学生

活を継続できる支援を実施。 

・ 対象者は 18歳以上の大学進学後の者 

支援に至った 

経緯  

  

・ 大学進学した場合はひとり暮らしを行うことが多いが、親からの経

済的支援を得られないことが多いため里親からの継続支援が必要と

考えている。また、大学進学や就職した場合は他の入所児童との生

 

 
13 自治体や施設等を対象に、措置中及び措置解除後の自立支援の取組みや実施上の課題、社会的養護自

立支援拠点事業の検討状況（自治体のみ）等についてヒアリング調査を実施。令和６年３月上旬に合計

11 件実施。 
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活ペースも異なり、施設での集団生活を継続することがしづらい面

もあり、18歳を超えると施設から出ることを希望する児童も多く、

里親へ措置変更することがある。 

支 援 によ る効

果  

・ 夏休み、正月等の長期休暇中に実家のように里親宅に帰省する者も

おり、心の拠り所のようになっている。 

支援を行う上で

の課題  

・ 自立というのは上手に人に頼りながら生きていくことを身につける

ことだと思うが、中には自分一人だけでだれにも頼らずに生きるこ

とを自立と捉えて支援を受けたがらない者もおり、退所後のアフタ

ーケアを拒否するケースもある。 

・ 里親も年齢を重ねていくので、里親によるアフターケアの期間を一

定期間に区切らないと、里子が 30代、40 代になっても里親が一身に

アフターケアを担うことにつながってしまうことから、地域の子ど

も・若者支援の枠組みへの移行が重要と考える。 

 

社会的養護自立支援における課題 

実施に当たって

の課題等 

・ 県独自で実施している社会的養護自立支援では 18歳以降の者が対象

となるので、先回りしての支援というよりは、見守りがメインと考

えている。 

・ 施設や里親とは異なる居住地で生活する場合、問題が起きる都度フ

ォローをすることは難しいため、18歳までに児童がどこまで精神的

な成長に向けた支援ができるかかが重要。 

・ 施設によっては自立支援担当職員がいるが、退所者の居住地が県外

だとケアも難しくなる。 
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② 兵庫県 
 
措置・委託児童の傾向 

措置・委託児童

の傾向  

・ 小さい年齢から入所する児童が多く、高校生から入所するケースは少

ない。 

・ 里親委託されている児童は小学生が多い。 

 

措置解除者等の実態把握の実績 

実 態 把握 の方

法  

  

＜方法＞ 

オンライン・郵送 

＜把握経路＞ 

施設等を通じて本人へ確認 

実施実績  ・ 令和５年度に実施 

・ 対象者は、18歳以上の過去５年以内に施設等（児童養護施設・里親・

ファミリーホーム）を退所した児童（対象者 299名のうち、アンケー

ト送付できたのは 230名） 

※ 実施に当たっては、施設等の関係者（児童養護連絡協議会、大学の先

生等の有識者、就労関係の団体、社会的養護経験者、弁護士、児童精神

科の医師等）が集まって、年 4回の検討委員会を実施。 

実態把握におけ

る課題 

・ 施設の場合は自立支援担当職員がアフターフォローを行っているが、

里親の場合は個人的なつながりがメインとなるため退所後はつなが

りが切れてしまうケースもあり、送付率が施設と比較して低い傾向が

あった。 

・ 里親委託された児童の自立支援を担当する職員がいないことは課題

として検討委員会の中でもあげられた。 

実態把握の結果

を踏まえた課題 

・ 必要な支援としては、行政手続・契約等の支援、お金に関する相談、

生活に必要な情報支援などが多くあげられていた。 

・ 入所中は職員と一緒に対応してきたため、自立後に全て一人で行うの

が難しいという声もあり、入所中からの情報提供やシミュレーション

の必要性が検討委員会でも議論された。 

・ 退所後の児童への支援としては、退所後の伴走支援のための相談窓口

の設置や、就職先・転職先企業との連携が検討委員会で挙げられた。 

※ 実態把握により明らかとなった課題へのフォローアップに向けて、来

年度以降も継続してフォローアップ委員会を実施予定。 

 
措置中の自立支援の取組事例① 

支援の概要  ・ 企業の方を招いての座談会や職場見学を実施（令和４年度から実施） 

・ 主な対象者は高校生 
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支援に至った 

経緯  

・ 社会的養護に理解のある企業の有志の方たちから、児童のために何か

役に立ちたいとの声掛けがあり、また、施設としても企業と連携して

児童の就労を支援したいと要望があったため。 

支 援 によ る効

果  

・ 仕事そのものだけではなく、仕事への向き合い方も学べるよい機会で

ある。 

支援を行う上で

の課題  

・ 連携先企業の職種が限られているため、来年度以降は本事業に協力し

てくれる企業を認定企業とする認定制を導入し、連携先企業を増やし

ていくことで、児童の就職先の選択肢を増やしていきたい。 

 

措置中の自立支援の取組事例② 

支援の概要  ・ 給付型奨学金の情報提供や、大学・専門学校に進学した先輩を招いて

の座談会、大学生との交流会（キャンプ等）の実施（令和５年度から

実施）。 

（対象者に年齢制限はないが、早くから選択肢を提示する等の観点か

ら、小学校高学年以降等の早い段階から体験してもらえるのが好まし

いと考えている）。 

支援に至った 

経緯  

  

・ 一般的な家庭と比較して大学進学率が低く、進学支援において課題感

が感じられていた。 

・ 給付型奨学金等の活用により大学進学後の支援は充実してはいるが、

学習環境の不十分さやロールモデルとなる大学生が身近にいないた

めに進学が視野に入っていない児童もおり、進学という選択肢も児童

に伝えたいという施設からの要望があったため。 

支 援 によ る効

果  

・ 実施したばかりの取組のため具体的な効果が表れるのは先になる。 

・ 生活の中で目標をも持ってもらう、退所後に向けて入所時から一人暮

らし等の具体的なイメージを持ってもらう、選択肢の幅を広げるとい

う観点においては、効果は表れているかと思われる。 

支援を行う上で

の課題  

・ 施設において差が出ないように機会は公平に提供できるようにした

い。 

・ どのような支援が必要なのかを個別に検討し、計画的に取り組めるよ

うにしたい。 

・ 入所中に支給された児童手当は施設側が管理しており退所時に児童

に渡されるが、計画的に使用できないケースもみられるため、お金の

管理に関する支援もできるとよいと感じている。 
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社会的養護自立支援拠点事業 

実施に当たって

の課題 

・ 拠点において相談窓口が設置されていたとしても、児童が相談できる

環境がなければ相談に至らない。事前に拠点事業の担当職員と児童の

つながりを持たせることが必要である。 

・ 就労に関する相談員を設置し、転職等の際に相談できる支援体制も構

築したい。 

・ 拠点の相談窓口ですべてが解決できるわけではないので、他機関（医

療機関、障害福祉サービスの機関、法律関係の機関、民間の支援機関

等）とのつながりを構築することが重要と考えている。 
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③ 名古屋市 
 
措置・委託児童の傾向 

措置・委託児童

の傾向  

年齢としてはまんべんなくいるが、一時保護委託では、15歳以上の高年齢

児は長い傾向にある。 

 

措置解除者等の実態把握の実績 

実 態 把握 の方

法  

  

＜方法＞ 

郵送・オンライン・対面 

＜把握経路＞ 

施設等を通じて本人へ確認 

実施実績  ・ 過去３年以内（対象者：中学校卒業及び高等学校等卒業（中退）を機

に社会的養護関係施設等を退所した児童） 

・ 中学校卒業及び高等学校等卒業（中退）を機に社会的養護関係施設等

を退所した児童。対象者 128名、カバー率 54.5%。 

実態把握の結果

を踏まえた課題

に対する今後の

検討事項 

・ アフターケアの内容や方法は施設によりけりだが、ある程度公平にで

きるようにしたほうが良いのではないか。  

・ 進路変更やつまずきからの再支援、挑戦の機会をどのように提供して

いくか。 

・ 支援が必要だが拒否・遠慮している児童等とのつながりのあり方、声

の聴き方をどうするのか。 社会的養護ニーズがある・あったのに支援

にたどりついていない児童等への支援をどのようにしていくか。 

 
自立支援対策 

自立支援対

策の取組 

・ 全民間児童養護施設に自立支援担当職員を配置して年に数回の頻度

で自治体も含めた担当者会を開催し、情報共有を行っている。また、

自立支援担当職員が中心となって、月１回、今後自立する児童を対象

としてセミナー（外部講師を招いたり、自立した先輩たちを招いたり

している）を実施している。 

・ 連携が必要な機関としては、障害福祉関係の機関、法的問題の助言

ができる機関、医療機関などが考えられる  

・ 里親との連携は児童相談所の里親担当職員がメインで行っている

が、セミナー開催時には里親・里子へも案内をしており、里親・里子

が一緒に参加することもある 

 
措置中の自立支援の取組事例① 

支援の概要  ・ 各施設の自立支援担当職員が中心となり、自立生活支援事業や自立訓

練室を活用して一人暮らし体験を実施 

（主な対象者は高校生や高校卒業後に措置延長している児童） 
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支援に至った 

経緯  

・ 実際に一人暮らし経験をして課題を明らかにし、課題解決に向けて措

置中から支援していきたいため。 

支 援 によ る効

果  

・ ゴミ出しの必要性や食材の買いすぎ、周りに他の児童がいない環境で

朝決まった時間に起きる大変さ等、細かな部分に気づくことができ

る。 

支援を行う上で

の課題  

・ 金銭的な負担や、一人暮らし先が近くのアパートだと全てを把握でき

ないため、知らない人をアパートに呼んだり、外泊したり等のリスク

もある。 

 

措置中の自立支援の取組事例② 

支援の概要  ・ 名古屋市、名古屋市民間社会的養育施設長会、退所児童就労支援事業

所（本市独自事業）の共催により、月１回、社会的養護関係施設・里

親宅で生活している児童を対象として、セミナー（一人暮らしの仕方、

SNS 対策、医療機関のかかり方、悪徳商法防止対策、調理実習など）

を開催している（対象者は児童養護施設、里親、母子生活支援施設、

ファミリーホーム、自立援助ホーム、児童心理治療施設、児童自立支

援施設の児童だが、児童養護施設の児童の参加率が高い）。 

支援に至った 

経緯  

  

・ 児童養護関係施設・里親・ファミリーホームで生活する児童の経済的・

社会的自立を支援すること、別の施設の児童との交流を図り社会性の

育成することを目的として、平成 19年度から開始。 

支 援 によ る効

果  

・ 月１回程度で実施しており、同じ児童が毎回参加している傾向があ

る。 

・ 参加率も高いため、児童の視点からも意味のある研修と感じてもらっ

ていると思う。 

支援を行う上で

の課題  

・ 現状は少ない謝礼で企業の外部講師を呼んでいる。今後は外部講師も

充実させていきたい。 

 

措置解除後の自立支援の取組事例（措置中からも実施） 

支援の概要  ・ 児童養護施設等退所児童就労支援事業（本市独自事業）の一環として、

社会的養護に理解のある企業の協力を得ながら職業体験の機会を提

供している。 

・ 主な対象者は退所見込み又は既に退所した児童だが、中学生のうちか

ら体験希望する場合もある。 

支援に至った 

経緯  

・ 名古屋市独自の事業として業務委託で実施。実際に就労体験して分か

ることが多いと思うので、就労の体験機会を設けることにした。 
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支 援 によ る効

果  

・ 興味のある分野でも実際に就業してギャップの有無に気づいたとい

うコメントがある。 

・ 興味のある分野がない児童についても、興味のある分野を探すきっか

けになっている。 

支援を行う上で

の課題  

・ 社会的養護に対して理解のある企業が増えると参加企業も増えてこ

どもたちに細やかな支援ができるので、こどもたちには継続支援をし

つつ、企業側へのアプローチも並行してやっていけると良い。 

 

社会的養護自立支援拠点事業 

実施に当たって

の課題 

・ 実施主体、実施場所をどうするかが主な課題。実施主体としては、児

童養護施設の運営をしている社会福祉法人がよいかと考えているが、

人員の確保が課題。実施場所としては、拠点事業では相互交流も考え

ているので、交通の便が良いところがよいと考えている。 

課題に対する 

対応方針 

・ 来年度の社会的養育推進計画の中で検討予定。 
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④ 京都市ユースサービス協会 
 
施設概要、主な支援内容等 

利用児童の 

傾向 

・ 市内の中学生～30歳ぐらいまでが対象 

・ 社会的養護としては措置中・措置解除後いずれも対象としているが、

アフターケアとしては全措置解除者と繋がるわけではなく、支援の

メインは各施設や市の里親向けの自立支援担当職員が実施してい

る。 

利用の経路 ・ 対象者として一時保護経験者、措置・委託中、措置解除後の方等、

様々な背景の方が利用するが、背景が分からないまま利用して、交流

していく中でそのような背景が分かっていくことの方が多い（青少

年活動センターを居場所や拠点として利用する中で家庭生活の大変

さを聞いて、一時保護や社会的養護につなぐこともある。）。 

・ 最近では他都市の社会的養護経験者が京都市に引っ越しをしてきた

り、家出をして京都に来たりして相談になるケースも多くなってい

る。事前に児相や他都市のアフターケア事業所から連携されること

もあるが、支援者がまったくいない場合もある。 

・ 始めから主訴を持った相談が来ることは珍しく、日常であった嫌な

出来事や恋愛話等もする中で、実は支援が必要であることをキャッ

チすることが多い。職員全体でそのようなアンテナを持ち始めてか

ら、全体の相談件数自体は大きく変わっていないものの、支援が必要

な方からの相談件数は右肩上がりになっており、日常の地域で普通

に生活している方であってもつながりさえあればキャッチできるよ

うになってきている。 

主な支援内

容/実施内容 

・ 主に成長支援、自立支援等に取り組んでいる。市内７か所の青少年活

動センター等を居場所・拠点として、学習支援や社会的養護経験者の

自立支援等にも取り組んでおり、具体的な内容は以下の通り。 

①相談 

青少年活動センターでも日常的に相談業務はしているが、その

拡充で社会的養護経験者の相談にも応じている。愚痴を吐く、恋

愛相談、支援内容、普段の生活ベースでの相談支援を実施してい

る。 

②入所児童向けの講習会 

児童養護施設等に出向いて自立に向けた学びの場を提供してい

る。性、お金、メイク、仕事等に加えて、一人暮らし体験を１泊

～１週間程度の期間で実施し、実際の自活体験をしている。（孤

独の体験や、一人暮らしのイメージを持つことも目的） 
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③交流事業 

居場所事業の一環として、ケアリーバーの交流会を実施 

④自立支援担当やサービス協会の職員向けの研修・学びの場 

自立支援担当者会として隔月開催しており、リービングケア、ア

フターケアのケースについての共有・意見交換、事例検討等を実

施しており、各施設の自立支援担当者がヨコでつながれる機会

にもなっている。 

・ 2023 年度から京都市民からの寄付を頂き、現金給付、物件運用、伴

走支援、学びのプログラムの試行実施もしている。 

・ 市内の若年支援をしている NPO 法人との連携もしており、ケアリー

バー、社会的養護経験者、家庭生活が苦しい人の相談が来ることもあ

る。ここ数年で NPO・ホテル・シェアハウス運営している不動産会社

との連携により、京都で泊まる場所がないこどもへの支援等もでき

るようになった。 

・ その他の支援内容 

➢ 社協との連携による退所者向けの貸付事業 

➢ 社会貢献を大事にしている中小企業の集まりとも連携 

➢ フードバンク活用 

支援による 

効果 

・ 現金給付と物件運用は大きな効果が出ている。措置解除後に仕事が

続かずに生活保護を受給することになったとしてまず住む家が必要

であるので、初期費用を工面して一緒に家を見つけて引越しを終え

ることができ、生活保護も含めて様々な選択肢を持つという点で大

きな意味がある。 

・ また、一人暮らし体験の効果も大きく、実際の一人暮らしの大変さを

体験した上で、施設暮らしのありがたさを感じたり、改めて一人暮ら

しの意欲を高めたりできている。 
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⑤ NPO法人 静岡市里親家庭支援センター 
 
施設概要、主な支援内容等 

利用児童の

傾向 

・ 措置解除となった児童（大学・専門学校に進学した児童、就職した児

童）へ支援を行っている 

・ 措置延長中の児童への支援は児童相談所が実施 

主な支援内

容/実施内容 

・ 静岡市里親家庭支援センターの独自事業として、篤志家やその他の

協力者の方々からの寄付金をもとに、奨学金（年 50万円）の支給や、

社会で自立する際の一時金（60万円）を支給している。 

・ 生活支援（病院の付き添い、役所関係の手続のサポート、就職先で問

題が生じたときに就職先の方とのやり取りのサポート等）を行って

いる。就職先に就労支援の専門スタッフがいる場合もあるので、トラ

ブルや悩み等で児童が休みがちになっている場合など、担当者と支

援について相談している。また、進学した場合は、大学の職員に児童

の様子を聞いたり、LINE 等で児童とやり取りを行ったりして、生活

全般の状況を確認している。 

・ 措置解除前に、休み（土日や長期休暇）を利用してアパートでひとり

暮らし体験を行っている。初回は日帰りや１泊２日など短い期間か

らスタートし、徐々に１週間程度まで期間を延長して実施。ひとり暮

らし体験中は里親が用意したお金の中で生活するため、お金の管理

も経験することができる。 

支援による 

効果 

・ 進学で里親に迷惑をかけたくないと考える児童も多いが、センター

独自の奨学金制度とその他団体の奨学金制度を活用することで経済

的な負担は大幅に軽減される。NPO法人が認定資格を取得したため、

寄付について税の控除を受けられるようになった。これをアピール

することで多くの方から寄付金を集めることがやりやすくなると考

えている。 

・ 進学・就職後もこまめに児童と連絡をとることで、孤立や離職するこ

とがないようにサポートできる。 

・ 事前に生活スケジュール表を作成し、一人暮らし体験中はスケジュ

ール表をもとに生活を行う。一人暮らし体験終了後はスケジュール

表通りに生活できたかの確認を行い、次回に向けた振り返りも行っ

ており、徐々に生活リズムを身につけられるようになっている。 

支援を行う

上での課題 

・ 奨学金や一時金の支給は金銭的負担が大幅に軽減されるため断る児

童はいないが、生活支援や一人暮らし体験は一部希望しない児童も

いる。必要性を説明したら多くの児童が希望はするが、より多くの児

童に活用してもらい支援できるようにしたい。 
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⑥ 児童養護施設 子供の家 
 

施設概要 

利用児童の 

傾向 

・ 虐待を受けた児童が多く、ケアに時間が掛かる児童が以前より増加。 

・ 中学生以上が半数以上、平均年齢が非常に高い。 

施設・養育者・

事業所の特徴 

・ 職員が非常に多い。１ユニット児童５，６名に対して職員５，６名。

高齢児童に対しても同様の配置。 

・ 高齢児童の支援に力を入れており、措置費だけではこどもへの手厚

いケアは実施できないため寄付を募っている。 

主な支援内容

/実施内容 

・ 生活支援の他、学習・進学支援に力を入れており、高校卒業は必ず

目指す。奨学金の情報提供・申請支援。 

・ 就労支援・学習支援をする NPO 等と連携。児童の要望に合わせて連

携先を検討。あまり多機関と連携しすぎると煩雑になり、活かしき

れない。 

 

措置解除後の自立支援の個別取組事例 

支援の概要 ・ 学業が継続できず、転入を繰り返す。単位取得が困難なため、職員が

付き添い学習を行う。対人不安もあり、学校へ送迎。 

・ 職員と話し合いながらアルバイト先を検討。 

・ 消費者金融を利用したため、対応にあたった。 

支援に至った

経緯 

・ 就学・就労が継続できず支援。精神面や金銭面で問題あり。 

支援による 

効果 

・ 高校を無事卒業。現在、就職先を検討中。 

・ 母親と同じ職場でアルバイトし、その後、様々なアルバイトが可能

となった。見知った人が職場にいると新たな環境にも慣れやすい。 

・ 金銭問題が生じた際、本人から相談があった。職員に対して高圧的

な態度をとる時もあるが、困った際に相談できる関係性構築は重要。

最近になって、精神面でずっと悩みを抱えていたことを児童が打ち

明けた。 

支援を行う 

上での課題 

・ 職員が全部やるのではなく一緒にやる、意思を持ってやらせること

が大事。ただ、社会でのチャレンジとなり問題が起こった際に、社

会に迷惑が掛かる。どこまで職員が対応すべきか悩みつつ対応にあ

たっている。 

 

自立支援を実施する上での全般的な課題 

課題 ・ 当該施設は職員が多く、金銭的にも余裕がある方である。職員が多く、

様々なモノもあるので、甘やかしすぎていないかとも思うところもあ
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る。施設に愛着を感じてくれることは良いが、児童に社会に飛び立と

うと思わせる環境づくりが重要で、どうあるべきかを試行錯誤してい

る。  

・ 失敗を繰り返さないと学べないことがある。措置解除後、家庭復帰し

ても失敗するケースはあり、その時 18 歳以上だと児童福祉の支援を

受けられない。最初の自立で失敗しても、再度支援を受けながら飛び

立つための準備ができる仕組みを緩く作ってほしい。18歳はやはりま

だこどもで 20 歳を超えて考える余裕が出てくる。その際に児童とと

もに考え、深掘りできる人がいるかが重要。 

・ 誕生日の早い子と遅い子、３月産まれと４月産まれで支援機関が１年

違い、「不平等」という児童がいる。その一方で「甘えだ」という児

童もいる。しかし、児童によってやはり支援が必要な者がおり、年齢

に関わらず支援を行える制度にしておくことが重要だと思う。 
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⑦ 社会的養護自立支援事業所 あすなろサポートステーション 
 

施設概要 

利用児童の 

傾向 

・ 対象者からの相談については９割が措置・委託解除者であり、それ以

外は措置中、または措置経験のない者となっている（なお、措置・委

託解除者の２割程度は他自治体の施設等の退所者）。 

➢ 他自治体から利用する際は、５割程度は進学や就職等で神奈川

県に来ることが決まっており措置解除後の支援を前提に児相や

施設職員から相談が来ることが多い。また、全国のアフターケア

ネットワークを通じて相談されることもある。残りの５割は、生

活が困窮する・もしくは家から逃れるために神奈川県に移住し

てきたケース等が該当する。 

・ また、支援者からの相談もあり直接の個別ケースでの支援ではなく、

スーパーバイズとして支援者を支援することもある。 

・ 利用児童の根底の課題感としては、日常生活の困り感に加えて金銭

面、住居、精神的不安を抱えていることが多い。 

利用の経路 ・ 利用の経路としては、退所者本人から直接が６割となっている。 

・ 施設等や児相からの相談の場合は、措置・委託中等から事業所に見

学・登録に来て、そこで関係を築くことで措置解除後も利用されてい

ることが多い。あすなろサポートステーションでは、措置中も措置解

除後も変わらない関係をこどもと作ることを重要視している。 

主な支援内

容/実施内容 

・ 施設との連携が一番の強みであり、各施設に窓口職員である「あすな

ろサポーター」を配置（自立支援担当職員、職業指導員が主に担って

いる）しており、各施設と連携しながら入所中の自立支援、退所後の

アフターケアを実施している。 

・ また、支援者同士のヨコの繋がりも重要視しており、「あすなろ連絡

会」を設置した。各施設のあすなろサポーター、児相、行政の担当職

員が参加しており、人材育成・情報共有・ボトムアップの場として機

能している（個別のケースの事例検討等もある。）。 

・ 自立支援やアフターケアはどこまで何をすれば分からない、自立支

援担当職員の役割や価値が見えにくく、なかなか職場内での理解が

なされない。と悩まれることが多いため、あすなろ連絡会が中心とな

って施設職員向けのサポートガイドを作っており（神奈川県のホー

ムページにも事例を記載）、各施設の現場職員でも参考にしてもらっ

ている。 
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措置解除後の自立支援の個別取組事例 

支援の概要 ・ 里親委託中～解除後の不登校・就労困難であった里子への自立支援 

支援に至っ

た経緯 

 

・ 中学校から不登校が続いており高校進学を断念して就労したが、長

く続かずに退職した。精神的にも不安定になった里子に対して里親

さんが対応に苦慮して、児相を経由して支援相談があった。 

支援による 

効果 

・ 居住費・生活費支援を活用しながら、支援を 22歳まで延長した。計

画作成と定期面接を通じて第三者としてあすなろサポートステーシ

ョンが介在することにより、本人にとっての心の拠り所ができたと

の実感があり、本人のペースで、本人が希望する主体的で多様な自立

に向けた準備ができた。 

・ 支援の結果として運転免許の取得、21 歳で高校入学、及びアルバイ

トも始めることができ、満 22歳を迎えて支援計画は終了となったが

「支援を延長したことで、これまでのことを少しずつ許しながら、今

は自分らしくあれるようになった。今の暮らしに納得がいっている、

正直幸せである」との本人の言葉もあった。自ら頼れるようになった

ことが、もっとも成長した点で、本人はこれからも継続サポートを希

望している。 

・ 以前は里親との関係が不調になったときもあったが、現在は高齢に

なった里親夫婦に恩返しがしたいという想いが強くなっている。 

支援を行う

上での課題 

・ 各事例共通の課題として、入所施設の職員が同席する場合に、勤務日

ではなく休日を利用して同席されることがあり、まだ自立支援や退

所後のアフターケアが本業でない状況であり施設側の職員に負担が

かかっている。 

 

措置中の自立支援の取組事例 

支援の概要 ・ 措置中の高校生を対象とした自立支援 

（地元の支援者とつなぐ「地元づくり活動」） 

支援に至っ

た経緯 

 

・ 高校生の夏休み期間に、施設所在地の市町村の支援者に挨拶に行き、

いざという時に頼れる地元を作る取組を１泊２日で実施し、様々な

支援者・社会資源・頼れる人に会いに行っている（通称「MAP」：こ

どもたちの地図をこどもたちが主体で作る活動）。 

支援による 

効果 

・ この活動を継続することで、当ステーションにも施設にも頼らず、自

ら市役所等の他の機関を頼れたこどももおり、入所中から施設以外

の頼り先を地域と構築した効果があった。 

・ この活動により、職員もその地域との繋がりができたり、地域全体

で支援する仕組みが作れており、一石二鳥の取組となっている。 
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支援を行う

上での課題 

・ 各事例共通の課題として、入所施設の職員が同席する場合に、勤務日

ではなく休日を利用して同席されることがあり、まだ自立支援や退

所後のアフターケアが本業でない状況であり施設側の職員に負担が

かかっている。 
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⑧ れもんハウス（一般社団法人青草の原） 
（※居場所や一時的な宿泊場所の提供等を実施） 

 

施設での主な支援内容等 

主な支援内容 ・ 宿泊先・住まいの提供：例えば、一人暮らしだが自宅でフラッシュバ

ック等のトラウマ反応により施設で職員と睡眠を取る、措置解除後実

家に戻ったが実家を出たい、一人暮らしだが住環境が悪いケース等で

対応。民間機関と連携した住居の用意。 

・ 金銭面の支援：ごはんの提供。施設の手伝いをし、賃金を渡す等。  

・ その他支援：医療機関・住民票の手続等、連携機関と協議し対応。 

連携機関 ・ （公共）こども総合センター、児相、福祉事務所生活福祉課、保健セ

ンターの保健師、社会福祉協議会、民生委員、保育園、学校。 

・ （民間）若者支援を実施している所、母子家庭・若者のシェアハウス・

シェルター（弁護士が場合によってはいる）、若年女性や社会的養護

アフターケアのアウトリーチ実施場所等  

※ 児童は、住まいが確保できない、暴力からの避難、体調不良や障害、

金銭面での困難等、問題を多重に抱えている場合があり、行政の介入は

重要。更に、改善・解決のための選択肢を伝え、つなげ、つながった後

のフォローに関しては、民間団体も連携・伴走が必要である。緊急のシ

ェルターが必要な場合、公的なシェルターの要件が合わない場合、対応

できる民間シェルターのニーズは高い。 

 

自立支援の個別取組事例 

支援の概要  ・ 住まい探しのサポート。 

・ 掃除や金銭管理、必要なことを実施するための計画立て等が難しく、

必要に応じて訪問し掃除の手伝い、思考の整理と今後の計画づくり等

を実施。 

・ 継続した勤務が難しく、新しい仕事の紹介等の就労支援を実施。 

・ 行政関係の手続へのハードルが高いため、同行支援を実施。 

・ 精神的な不調も大きく、通院同行支援を実施。 

支援に至った 

経緯  

・ 経済的困窮・親から虐待を受け、自殺を考えるまで行き詰った。学習

支援等で思春期頃から繋がりがあり、女性相談経由で他施設に入所

後、シェアハウス等を転々としているタイミングで一時的に宿泊。 

支援による 

効果  

・ 自力で家を探し始め、賃料の安い民間賃貸で暫く生活したが、住環境

が向かず、適した住居探しをサポート。現在、その住まいで就労を継

続。 
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・ 行政手続に関して慣れ、同行せずに自力で進められるようになってき

た。 

・ 以前よりも気持ちの落ち込み具合が軽くなり、相談できる人が増え

た。 

支援を行う上で

の課題  

・ 親から暴力を受け避難をしている人が行う、親の住民票の閲覧を制限

する手続をサポートした。１年に１回更新の必要であり、警察や女性

相談センターへ丸一日使って対応しなければならず非常に負担。 

・ 障害福祉サービスのグループホームの利用も検討、相談したが、利用

条件の厳しさや決定までの期間の長さ等がネックになりつなげきれ

ない。 

 

支援を実施する上での全般的な課題 

課題 ・ 民間の団体はケース会議等に参加できず、情報共有されないことがあ

る。共有されると良い。 

・ 資金調達。現在は寄付と民間の助成金で支えられている。行政からの

補助金の拡充の必要性も感じるが、使途の制限や報告書準備の事務的

負担を考えるとバランスが難しい。 

・ 未成年の家出やアウトリーチで保護する際、親の許可が必要だが本人

は嫌がる場合がある。弁護士や児相が親の対応にあたってくれればよ

いが、得られない場合、有無を言わさず帰宅、警察が来るとなってし

まう。未成年のアウトリーチ中、保護した際、支援団体への一時保護

委託がすぐに出来るようにして欲しい。 

・ 18歳以上の場合、家と距離を置きたい時に、ネットカフェではなく安

心してしばらく住める場所、ステップアップするための住まいの確保

が難しいケースが多く、受け皿がもっと必要。女性の場合シェルター

があるが、自治体によって女性相談を経由する際、東京都の女性相談

センターに入らなければならず、そこは携帯の使用を禁止されてい

る。入る前にそれを言われてしまうと抵抗を感じて行政に頼らなくな

る。頼りやすさ・行政の支援内容の見える化が必要。 

・ 行政の HP で、困った際の支援の選択肢、またその内容が写真付きで

わかりやすく掲載されると良い。イメージが出来やすく、安心して選

択肢の検討をできる。「まず役所に相談来てください以上です」と言

われると、現時点で頼れる場所に対して身構えてしまい、結果頼らな

いようになってしまう。 
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⑨ NPO法人 サンカクシャ 
 
施設概要、主な支援内容等 

利用児童の 

傾向 

・ 15-25歳の若者が中心であり、虐待経験や家に居場所がない、友達が

いない等の背景を抱えた若者が利用している。（現在の相談の多くは

20歳以上） 

・ 措置解除後のアフターケアが必要な方が、出身の児童養護施設に頼

りながらも、支援からこぼれてサンカクシャで支援しているケース

もある。 

・ また、最近では施設等でのアフターケアも注力されており、児童養護

施設の支援が足りないというケースは少ないが、児相で 18歳を超え

て関わりきれずにサンカクシャに相談がくるケースもある。 

・ 利用者の背景としては、大半の若者が虐待経験があるにも関わらず

そもそも保護されてこなかったケース、一時保護だけされて家庭復

帰したケース、10 代後半で暴力を受けたが保護につながらなかった

ケース等が多い。 

利用の経路 ・ 本人からの相談、支援者・児相からの相談等、様々なケースがある。 

主な支援内

容/実施内容 

・ 支援内容としてはまずは居場所づくり、住まいの支援に力をいれて

いる。 

・ 安心できる場を提供した後に、仕事のサポートをしていくが、すぐに

働ける状態の若者は少ないので、まずは体験活動を通じて徐々に仕

事ができるようにするような伴走型の支援を実施している。 

支援による 

効果 

・ 以下の 3つの効果を重ね、自立につなげている。 

➢ ①安心できる・人に頼れるようになり、困りごとを共有、相談で

きるようになる（安心の根底に居住場所が確保されるという面

もある）。 

➢ ②意欲が回復する 

虐待等で、生きる・働く意欲がなくなってしまっている若者が多

いが、様々な体験を通じて徐々に自分のやってみたいことがで

きたり、働く・生きる意欲が回復してくる。 

➢ ③自信がつく 

成功体験がつかめていないケースが多いが、様々な方と話す体

験や、仕事（仕事ができた・継続できた）の体験を重ねることで

自信がついてくる。 

支援を行う

上での課題 

・ 相談の６割は役所や公的機関からとなっている。自治体で使える制

度が無いということだと思うが、本来であればメインは公的支援で

カバーされていくべきだと考えている。 
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・ 大変な若者であるほど個別的な支援を時間をかけて実施する必要が

あり、自立までの時間もかかるが、一方で財政的には多数を見る支援

の方が予算が付きやすく、少人数を時間かけて支援する場合は予算

がつかない。相談窓口には補助が付いているが、その後の伴走・見守

りは民間団体にかなり負担がかかっている（現状は自己負担）。 

・ 活動自体は拡大したい。全国各地から相談がきているので、自分たち

だけでなく、各地の担い手が増えていく方が望ましい。担い手が増え

るような取組を充実させたい。役所で取り組む際にも当法人のノウ

ハウの共有や立ち上げのサポート等で若者支援の拡大に協力してい

きたい。 

・ 団体に限った話としては、居場所・住まいを作るだけではそこに滞留

して自立を阻害してしまうので、出口づくりをしっかり実施してい

かないと逆に本人たちが悪化する可能性があるので、就労支援の在

り方等は今後も検討していきたいと考えている。 
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⑩ カリヨンこどもの家 
（※子どもシェルター） 

 

施設概要 

利用児童の 

傾向 

・ 15歳～19歳。女性からの相談が多いが施設の都合上、男女比は同じ。 

・ 18歳未満は児相から、19歳以上は自立援助ホームから委託。 

施設・養育者・

事業所の特徴 

・ 常勤職員４名、他ボランティア。 

・ 連携先：こども担当弁護士（こどもが個々に契約）、児相、病院、家

裁、学校、元居た施設、勤め先等。※弁護士と児相は連携必須。 

・ こどもシェルター（男女別）を運営。10 代後半の居場所を必要とす

るこどもを緊急的に保護。 

・ 入所期間平均２か月。通勤・通学禁止、スマホ使用禁止（GPSにより

親等へ居場所が把握されないため、安全な施設運営のため、今抱え

ている問題に向き合うためにも禁止）。 

主な支援内容

/実施内容 

・ 衣食住のケア（食事と十分な睡眠を摂る） 

・ こどもの困りごとや背景を弁護士も同席し十分に聞き取り、今後の

方針を検討。ケース会議にはこどもも参加。 

・ 心身に問題があれば医療機関でケアを受ける（精神科の受診、視力

や歯が悪いまま放置している場合は眼鏡を作る、歯医者で治療を受

ける等） 

 

施設での取組事例 

支援の概要 ・ 一連のケアを受けながら、次のステップの準備をする。平均 2 か月

の間に準備が整わない場合、自立援助ホームへ移る。シェルターを出

た後の伴走支援は出来ていない。 

支援に至っ

た経緯 

・ 家庭に居ることはできない 17 歳から 18 歳の男女が、自身で調べる

または紹介によりシェルター入所。 

支援による 

効果 

・ 自分の気持ちや今後の希望、嫌だったことを口にしたことが無かっ

た、または出来なかったこどももおり、職員とともに時間をかけてこ

どもの口から話すことで、自ずと今後の希望や親に伝えたいことが

言語化できるようになっている。 

支援を行う 

上での課題 

・ 今年度、東京と高知に新たなシェルターが出来たが、その一方で新

潟と宮崎で中止となり、全国的に増加していない。継続した運営が

できる団体が限定されており、バックアップが必要。 

・ こどもシェルターは児童自立生活援助事業のⅠ類型に間借りをして

いる状態である。それによるメリットはあるが、今後も引き続き現
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状で良いのだろうかと思う。こどもシェルターはこどもの安全を守

ることに主眼を置いているため運営費が得にくい。職員配置に関し

ても再検討が必要。 

・ 現在のシェルターのあり方とニーズが一致しているのかと疑問に思

う(スマホの使用等)。「逃げたいけどシェルターに行きたくない」

となってしまわないよう、今後求められるシェルターのあり方に関

して様々な方々から知恵を拝借したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


